


北海道沖合底びき網漁業における経営諸形態と
その展開の規定要因に関する研究1)

板倉信明2)

A Study on the Management Forms and Their Conditioning Factors for 
Evolvement in the 0仔-shoreTrawl of Hokkaido 

Nobuaki ITAKURA 

目 次

Abstract …………………一…・・………・……...・ H ・..………………...・ H ・..…...・ H ・..…-…...・ H ・..132

1. 緒 論 ....・H ・-…・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・133
1-1. 研究動向と研究対象 ・・ H ・H ・-…・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・133
1-2. 課題と方法 ....・ H ・........・ H ・....・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・139
1-3. 構成 …-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・140

2. 北海道沖合底びき網漁業の位置 ....・H ・....・H ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・141
2-1. 沖合底びき網漁業の展開の諸形態と位置…………………...・ H ・.....・ H ・..……………141
2-2. 北海道沖合底びき網漁業の特徴一稚内沖底の位置 ……… H ・H ・.....・ H ・...・ H ・H ・H ・..160
2-3. 小括....・H ・.....…....................................‘..............................................16邸3 

3. 生産拡大局面における経営展開とその規定要因
稚内における個別経営体の類型的観察・ H ・-……… H ・H ・....・ H ・-… H ・H ・.......・ H ・....164
3-1. 生産動向と経営展開 ・…・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・164
3-2. 経営展開と投資拡大の意味・…….....・ H ・....・ H ・-……・…...・ H ・......・ H ・...・ H ・....・ H ・..…175
3-3. 小 括 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・180

4. 生産縮小局面における類型別経営体の経営展開とその規定要因……...・H ・-……...・H ・...183
4-1. 生産力再編の進行と経営展開条件の変化….....・ H ・....…・…… H ・H ・..，・ H ・-… H ・H ・...183
4-2. 経営類型別経営体の変化 ・….............................................................‘・・・・・・・・・191
4-3. 経営類型別経営体の格差構造と沖底生産の特性・…....・ H ・....・ H ・......・ H ・....・ H ・...・ H ・196
4-4. 小 括 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・198

5. 総 括 ....・H ・....…・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.201
5-1.要約…...・ H ・.....・ H ・..…………………...・ H ・.....・ H ・..…………………...・ H ・.....・ H ・..201
5-2. 考 察 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.202

6. 参考文献 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.204

1) 北海道大学審査学位論文 (1997)
町北海道大学水産学部生産管理学講座
(Labor，伽 'y01 F正shingProduction Ma叩 gement，Depα伽側t01 M，αrine Prod叫ctionSydtem sc仰:， FI側 lty01 
Fisheries， Hokkaido Un問問ty)

131ー



北大水産紀要 [XXXXV，2 

Abstract 

The purpose of出isstudy is: 1)加 classify出eほ istingforms of individual management 
umもm七heHokkaido off-shore trawl fishery， and 2)七oclarify the process ofもheirevolvement 
as well as its conditioning factors. 
The research is mainly focused on也eWakkanai-based off-shoreもrawlfishery. The reasons 
are: 1) Wakkanaiおamajor produωion base in七heHokkaido off-shoreもrawlfishery， and 2) 
Wakkanai is the pl齢 ewhere managemenもevolvementhas been mainly based onもheoff-shore 
もrawlfishery. 
The research is madeもhroughbo也 s胞もisticalrepo回 fromorganizωions concerned and 
personal in七ervlews.
This research will show也前 1)もhereare four types in managemenもevolvemen七， and也前
2) a major conditioning fa瓜or由銑formedもhedifference amongもherefourも，ypesof management 
units was七hedifferent investment p叫旬rnsfromもhebeginning through也emiddle of 1950s. 

Key words: Mana伊menもevolvement，Mana伊menもform，Conditioning fa瓜or，Managemenも，
O賀'shoretrawl， Medium and small， Hokkaido 
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1999] 板倉: 北海道沖合底ぴき網の経営展開とその規定要因

1.緒論

1-1.研究動向と研究対象
研究動向の整理の視点

底ぴき網漁業は，戦後の北海道漁業においてサケマス流網漁業と並び生産量の拡大や地域経済の主柱

を担ってきた主要漁種の一つである。それはまた，生成・発展・衰退という動向を辿り，現在縮小再編
下でその存続の意味が問われている中小漁業の典型的漁種の一つでもある。

ここでは，北海道における底びき網漁業に関して過去なされてきた研究によって，現在までに明らか

にされている論点を整理し，併せて本論の課題を設定したい。その際，当面以下のような視点から整理

したい。第一に，戦後北海道底びき網漁業の生産面での特徴である量産型生産方式の形成を，制度的お

よび資源的にいかに論証しているのか。第二に，量産型生産の確立によって生産面での大幅な増大を遂

げたが，そのことが個別経営レベルでいかなる意味を持ってきたと評価しているのか。すなわち北海道

の底びき網漁業は，複船化や経営多角化によって経営規模を拡大してきたが，それによって底ぴき経営

体は経営的蓄積を果たせたのかという点についてである。第三に， 200カイリ以後漁種転換や漁場の拡大

による高度成長期型の経営展開条件を喪失した中で模索されている再編の方向をいかに提示し，どのよ

うな問題点を指摘しているのか，という三つの視点から検討したい。

検討にあたっては， 200カイリ規制の前後を境界として，底びき網漁業の展開過程を考えることにす
る。それは，戦後の底ぴき網漁業に限らず北海道のすべての漁業において，漁業構造が大きく変化した

契機は，やはり 2∞カイリ規制の設定であると考えられるからである。
研究対象一北海道沖合底びき網漁業の展開過程一

zωカイ 1)規制前までの展開過程
生産力の拡大とその背景

戦後の底びき網漁業における漁業生産力の拡大は，漁業制度に誘導された漁船の大型化と工業技術の

発展に基づく漁業関連機械・機器の進歩，および漁業規制がサケ・マス，カニ，ニシンなどと比較すれ

ば「ほとんど無に等しい状態であったことJ(中井， 1988)を基礎的条件として成し得たものであった。
戦前の底びき網漁業に関する漁業制度は急増する底びき船の抑制と違反船に対する取締の強化とい

う，いわば漁業生産力の抑制策が主な内容となっていた。しかし，戦後の漁業制度の内容は，各種の規

制措置が講じられるものの，漁場の沖合化やそれに見合う漁船の大型化が図られ，底ぴき網漁業におけ

る生産力の拡大の道を開くものとなっていた九

すなわち，終戦直後の混乱と食料不足への対応のために，激増した底びき船を削減するために他漁種

への転換や廃業を推進する制度が実施され (1953年開始)，漁業生産力の削減が計画的に行われた。しか

し，他方では漁船トン数の上限が従来の 60トンから北海道船の場合，木船で75トン，鋼船で85トンま
で引き上げられたり (1953年開始)，新漁場開発のための試験操業事業が実施された (1954年開始)。し

かし，補充トン数制が障害となって大型化が進まなかったため，新漁場に一定期間出漁することを条件

3) なお，戦後実施された底びき網漁業に関する制度の変遷は，大鶴典生 (1955).機船底曳網漁業の沿革と現況.
漁業科学叢書9. 水産庁調査研究部，東京.，中川 忍 (1958).底曳漁業制度沿革史.水産経済新聞社，東京.，
秋田俊一 (1997)，沖合底曳網漁業の構造変化一規制上からみた展開過程を中心として一，北海道漁業研究，
(15)， 37-47.などに詳しい。ここでの記述の多くがこれらに負っている。
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に10トンの無補充の増トンを認め (1955年開始)，また北海道の底ぴき船の場合母船式さけます漁業を

兼業する場合にも同じく 10トンの無補充増トンを認め (1956年開始)，大型化を政策的に進めたのであ

る。その結果， 1950年代の数年間で道内底びき船の平均トン数は倍増するほどに大型化が進展した

(Table 1)。とりわけ終戦直後の 1940年代後半から 1950年代初頭にかけての漁船規模の変動は，年刻み

ではなく，月刻みで大きくなったといわれる(稚内底曳船頭会， 1995)。また， 1955年前後の大型化につ

いて算出した場合の被代船の使用年数は，平均でも 1-2年前後となっている(板倉， 1988)。こうした漁

業制度の改正によって，戦後の北海道底びき網漁業における生産力展開の枠組みが決まったといえる。

すなわち， r本道沖合底曳網漁船隻数は減船整理実施以来32(1957)年で固定の様相を示しJたと指摘
される(秋田， 1977)ように，終戦の後始末が一応終息し，この時点から『戦後Jの展開が始まったと考
えられるのである (Fig.1)。その後， 1962年8月に出された「漁船員の労働環境改善のための措置」に

よって，無補充 10数トンの増トンが認められることになり， 96トン型への大型化が可能となった。しか

し， 96トン型船は「北洋海域への進出では，漁船が小さく装備の不十分さもあって海難事故が相次ぎ厳

しい状況に遭遇していたJ(増田， 1987)し， r同一漁場で両者が競合する場合，操業力に勝る 125トン型
船に圧倒されたために 96トン型船は競合を避けて，より遠隔の漁場探索を余儀なくされJ(村岡・増田，
1971)，北海道では 124トン型への大型化が進んだ。

こうした大型化は同時に装備の近代化を促進した。稚内地区を例にすると， 1950年代後半には，航行

機器でいえば，無線・レーダー・魚探・方探・ジャイロ・超短波・デッカなどが導入されたし， 96トン

型および 124トン型が主流となった 1960年代では，漁労機器に油圧装置，ロープリール，可変ピッチ，

それに船尾式トロール方式や二層甲板が採用された。特に船尾トロール方式によって， r漁獲や漁獲物の
収納に画期的改良がなされた」し， 124トン型での二層甲板の採用では「甲板上での漁獲物処理が容易に

なり，乗組員の作業場の危険が回避されることにな」った(村岡・増田， 1971)。このように，沖底船の整

Table 1. Chang暗sof七heaverage七onnageper boat in m晶，jorfishing bases of the off-shore 
trawl in Hokk品ido.

Base 1951 1955 1957 1977 1978 1987 1996 
(GT) (GT) (GT) (GT) (GT) (GT) (GT) 

OぬJ'U 29.7 52.4 64.9 107.6 108.1 113.3 129.0 
Rumoi 28.0 42.8 62.0 110.4 105.8 106.0 115.4 
Wakkanai 30.9 57.3 73.1 123.5 123.8 132.0 137.6 
Esashi 22.2 40.9 48.0 110.4 102.7 102.2 129.8 
Monbe七su 27.1 44.5 58.9 124.5 124.5 136.4 136.4 
Abashiri 28.4 48.9 62.1 124.7 124.7 124.4 124.5 
Nemuro 。1) 。 O 124.5 124.5 124.4 160.0 
Kushiro 27.6 50.3 66.9 118.8 121.9 132.4 136.4 
Tokachi2) O 27.8 36.4 104.9 99.2 137.4 137.4 
Muroran 30.0 36.5 44.5 124.7 111.9 117.5 129.9 
H泊wda七e 29.4 48.8 
To切l 28.8 54.6 62.4 117.5 117.5 126.2 129.9 

Source: D品切 fromFederation of Danish seine fisheries cooper前ivesin Hokkaido 
No回:1)く)marksinぬlSもablemean no data 
2) lncluding Sa且阻iand Ur晶kawa.
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1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 

Oh岨 gesinもhenumber of licensed 0住shore回，wlbo脚 inHokkaido. 
(Source: Data from Feder叫ionof Danish seine fisheries cooper瓜ivesin Hok-
kaido.) 
(Note: No data recorded in 1963岨 d1969.) 

理転換策の進展の中で，生産手段の大型化・効率化，及び設備の高度化が進展したことによって，量産
型生産力構造の骨格が形成された。

北洋への転換は，こうした底びき船の転換整理策の一環として行われた。その直接的背景は，① r27
30年にかけて，三陸沖一道東沖の底曳漁場がすでにその価値を喪失しており，北洋漁場開拓の必要性を
痛感していた当海域の底曳資本が，すでに自らの危険負担において試験操業の段階に入っていたJこと，
②「沿岸の零細漁民が沿岸沖合の底魚資源を底曳資本の乱獲から保護するために，強い抵抗を組織的に

示してきたことの行政的反映jがあったこと，③また，わが国経済の高度経済成長が始まった時期であ

り， r中小企業振興のための金融政策ともうまく合致」して， r中小底曳船主達は農林漁業金融公庫，農
林中金或いは地方銀行等の金融を受けて，自らの建艦競争を遂行して行くことができた」からだとされ

ている(庄司， 1974)。北海道でも沿岸漁業との漁場競合などが問題となっており，北方海域への転換を

必要とする状況は同様であった。しかしながら，r資源事情の悪い宮城県の底ぴき漁業者は積極的jであっ
たが， r資源事情のよい北海道や青森県では消極的で，度重なる行政指導や関係漁業者聞の調整，転換資
金負担行為を通して」転換したものであった(北海道機船漁業協同組合連合会・北海道底魚資源研究集
団， 1978)。すなわち，少なくとも北海道の場合，北転船への転換は未知の漁場への進出であり，それに

伴う危険を負担できる経営体層，言い換えると底びき経営体の中でも上層経営体が行政指導等によって

転換に応じたものであった。その後の経営展開において，高収益をもたらす北転船への進出は，結果と

して上層経営体を一層発展させ，経営間格差を広げる要因となった。

こうした沖底船の大型化や北転船への転換が進んだ背景は，一面で沖底の場合「経営的余裕がない場

合でも，漁獲競争上の条件と操業上の安全を確保するために最小限投資をせざるをえない状況にあ」り，

また「そうしなければ，収益性を追求できないばかりでなく，乗組員の確保がおぼつかなかったJ(増田，
1978)ことにあるが，他方でD24トン型への移行がスケトウの高値に刺激されたものであること……略

またスリ身加工の増加に支えられたものであ」った点も指摘されている(村岡・増田， 1971)。この
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冷凍スリ身技術は， 1959年5月に北海道水産試験場が試作に成功したことに始まる。 1960年5月に企業
化に成功し， 1963年5月には道知事名で「無塩冷凍スリ身製法特許」が取得された((社)全国すり身協
会， 1984)。この技術の確立によって，①限界的な市場しか持たない焼竹輪原料から大手水産会社が量産
を始めたフイツシュ・ソーセージ原料などの全国市場を持つ商品としてその仕向先が変化し，②加工技

術的に大量の漁獲物処理が可能となったとされる(大島， 1971)4)。したがって，輸送途中での鮮度落ちが
激しいために価格が低迷する無頭スケソ(ガラ送り)の出荷という不利さを克服し，全国的な需要を持

つ商品となって， Iスケトウダラの持つ意味は質的に大きく変わり，資源開発は加速度的に進んだJとい
われる(苫米地， 1971)。その結果，例えば稚内の底びき網漁業は， I漁獲量のみをとりあげて稚内地区の
漁業あるいは水産業の問題を明らかにし得ないJ(村岡・増田， 1971)というような漁業経営上の特質変
化を遂げることになった。

こうしたスリ身市場の拡大を支える水産加工業の問題点も指摘されている。すなわち，村岡・増田

(1971)は，主要生産地の一つであった稚内地区のスリ身販売を事例として，漁連の販売ルートにのって
いるのは漁協の工場と他I工場のみで，その他多くの大・中規模工場は大手水産会社(日水，大洋)の販

売ルートを利用していること，その結果椎内地区のスリ身工場は大手水産会社に直接または流通を媒介

にして掌握されるようになったことを指摘している。また，そのように掌握されるようになったことは，

スリ身の商品特性，すなわち「スリ身自体が最終商品にあるのではなく，魚肉ハム・ソーセージ原料，或

いはカマボコの原料として存在するために，需要の動向に左右され，買い手の支配力が強く作用せざる

を得ないJという特性と相まって，需要増大傾向にある時は支配力を感じないが，魚肉ノ、ム・ソーセー
ジやカマボコの生産に変化が生じた時，大手による加工工場の再編成や系列化といった影響が出てくる

ことも指摘している。こうした影響を本論では改めて調査をしていないが，少なくとも道内スリ身にお

いてみると， 1960年代後半に洋上スリ身生産が始まると「販路の梗塞J((社)全国すり身協会， 1984)と
なり，製品の半数以上を大洋と日水の販売網に委ねていることから，大手の影響は少なからずあったと

思われる。なお， 1971年には上記2社に道漁連をが加わえた 3者による 3集販機関制が採られ，水産加
工業の経営不安定化を回避するための対策が行われている。このようにスリ身加工業は，加工技術の確

立から数年の内には「過剰生産と過剰な設備投資による経営悪化を招来J(同上， 1984)する可能性を内
包する生産構造となったのだが，ある意味ではこうした水産加工業の進展によって，底びき網漁業生産

の拡大が支えられたのである。
生産力拡大の意味

底びき網漁業の生産力の拡大は， I勢の赴くところ必然的に乱獲競争をまき起こし，漁業資源の相対的
減少にともなって生じてくる航海の長期化，資本の回転を早めるためのピストン操業などの現象にみら

れるように，漁船で働く漁業労働者の労働条件を著しく悪化させてjもたらされたものであった(庄司，

1974)。しかし，反面こうした装備の近代化，操業方法の変化は， I求人難に追い込まれた船主達の切羽づ
まった競争の所産」だった(村岡・増田， 1971)としても，漁業労働者の賃金形態を就業規則・労働協約

叫ところで，洋上スリ身を含めた冷凍スリ身生産が発展した要因として，①開発研究体制が，加工業者，およ
び底曳漁業者・製菓業者などの協力があり，学問的接近方法をとらないで， r実際の生産研究に直線コースを
たどった事J，②「北海道の特許の下で協会を作り，品質の規格を行い，生産者が一貫してPRを行った事J，
さらに③大手水産会社にとっても，母船式底曳網漁業における主要漁獲資源の減少，ブイツシュミール工船
の不振などの経営上の対策を図る意味からスケトウダラ資源の利用が急務となっていたし，また量産を始め
たフイツシュソーセージ原料の安定的調達が必要となっていたこと，などが指摘されている(大島浩 (1971).
スケトウダラ加工の発展過程，北日本漁業.(3)， 49-56)。
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上では完全歩合制を捨象させて，近代的な賃金形態に移行させる契機となったとされる(菊池， 1965) 
し，また漁労長の機能や役割を変質または弱体化(小華和， 1965)させて，船頭制の消滅を促す契機とも
なった。その結果，漁業労働者に高度な技能を備えていることを問わなくなり，広範な労働力市場から

の労働力調達が可能となった。すなわち，漁業設備や装備の近代化は雇用関係の近代化の契機となった

こと，またある意味では，そうした近代的漁業労働者の創出において初めて北海道底ぴき網漁業の展開

ができたとも評価することができる。

他方，漁業生産力拡大の意味を経営的側面から考えると， 1漁船大型化・近代化を目指す設備投資が，
自己資本蓄積の結果と云うより殆ど借入金に依存していて，財務上過剰投資に陥って，それがひいては
経営難を助長しJた(村岡・増田， 1971)。その結果， 1中小漁業経営は，一方で高収益漁業における高蓄
積と高度成長期における多角的漁業投資による積極的経営展開を果たし，累積的な規模拡大を実現した

一部の上向的経営群と，他方で漁船大型化および重装備のための投資拡大を単一漁業のなかで行うだけ

で精一杯で，リスクの分散を図るような多面的経営展開を果たしえなかった大多数の停滞的経営群，に
分化した。さらに，後者の経営群の多くでは，漁業投資の拡大が借入金の増加によって賄われたために，

もともと脆弱な経営基盤はますます弱体化する結果をまねいているJ(増田， 1987)のである。
資源および漁場利用から底びき網漁業の生産力展開の意味を考えると，庄司 (1971)によれば「資源乱
獲の問題は早くも大正末期から，即ち在来の和船が動力化され，機船底曳網漁業が確立されてくる噴か

ら大きな社会問題Jを引き起こしながら， 1零細な沿岸漁業との相魁の歴史」を辿ってきた漁業と指摘さ
れている。こうした問題への対応が，漁場の外延的拡大を可能とする漁船大型化という生産力の高度化

だったのであるが，その生産力の展開が200カイリ規制以後では従来沈静化していた問題を再び噴出さ
せる結果を招くものとなった。それだけでなく，200カイリ以後はその存立そのものを脅かす要因となっ
たのである。
200カイリ規制後の展開方向

200カイリ規制の始まりは，北海道底びき網漁業の構造再編を急務とした。その構造再編は，減船を主
柱としたものであった。しかし，国も道もまた漁業者も，増田 (1987)によれば1200海里体制が地球最
後の領土分割に匹敵し，いわば世界体制の問題として捉えられなければならないという視点を欠落させ

ていたjので， 1減船対策は救済措置であったとしても， 200海里体制を見通した漁業の再編成とはなっ

ていなかった」とされる。そのため， 1減船規模と業界の再編成の不充分さ」が残されることになって，
減船規模と漁獲量とが見合っておらず，残存経営体はとも補償の負担と 2次オイルショックにともなう

経費の増加を補うため，北海道周辺海域における漁獲強度を高め，沿岸漁業との摩擦を大きくしたので

ある。つまり， 1200海里対策は，漁業の構造問題としてではなく個別経営問題として処理されたため，問

題は累積的に個別経営内部に堆積されるとともに，負債問題として系統組織の存立を脅かす結果とな」っ

たのである(以上同， 1987)。こうした状況への対策として道によって提起された 1984年5月の「漁船漁
業の生産体制の再編成に係る考え方Jを，増田(同1987)は「構造問題として捉え直そう」としている
点で， 1画期的であるJと評価している。また，柏谷 (1985)も「資源量に見合った生産体制を実現する
ため，具体的な減船隻数を示し」ており， 1資源量と生産体制のあり方について大胆な提言Jをしている
として評価している。しかしそれでもなお，沖底問題の特効薬とはならなかった。その理由として，増

田(同1987)は， 1競争原理に基づく市場経済の下で現状の体制が出来上がっているとするならば，生産
体制の再編は質的に異なる原理で，いわば地域計画に従った原理で行われる以外ないjと指摘している。

また，柏谷(同1985)もこうした視点の他に沿岸漁業との関係の中での沖底の位置づけ，減船の手法に
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おける「自助努力Jの矛盾，および行政の責任の明確化の必要性などの問題点を指摘している九これは
沖底の再編問題が，現段階において個別経営上の問題ではなし地域漁業の構造再編問題として捉える

ことが必要となっていることを示している。

他方，こうした政策的再編策だけでなく，漁業者主体による対応への模索もある。プール制がそれで

ある。稚内地区の沖底では 1977年6月より全面プール制が導入されたが，その背景は，浜崎 (1984)に
よれば， 200カイリ以後「狭障な漁場で残存船がすべて生き残るためJであった。
しかしながら，プール制の導入後生産意欲の減退と赤字経営の深刻さから部分的プール制に変更され

ている(同浜崎， 1984)。このことからも，こうした漁獲競争を排除し，漁場の有効利用を図る方策を見
い出すことの困難さが示されている。ただし，このプール制そのものは，一面で赤羽 (1983)が青森県
鯵ヶ沢の事例において「陸上の他産業における計画生産を行い得る基盤が形成されつつあり，その指向

するところは生産競争を排除した秩序ある資源の利用にあると考えられるJと評価する点もあり，今後
北海道底びき網漁業における再編策のーっとして考える場合には，適切な改善方向の検討が必要と思わ

れる。
対外的側面からも再編方策が検討されている。こうした点はとりもなおさず2∞カイリ後の漁場の確

保を図ろうとするものである。しかし，日ロ・日米漁業管理の違いがその展望に大きな違いを見せてい

る。この違いは，板橋 (1988)によれば， Iソ連との200カイリ交渉は，取締方法，漁具・漁法など管理
を強める一方だが，相互乗り入れを前提とし，魚を獲らせるという点では一致している。これに対し，米

国との交渉は，沿岸国の権利ばかりが表に出，一方的に外国船を閉め出すという方向に向かっている。あ

えていえばなりふり構わぬ資源ナショナリズムが貫徹されているJからである。加えて，対米国との漁
場利用摩擦は，1資本制漁業相互の利潤獲得競争J(中井， 1988)であるため，今後大きな変化がない限り，
現状のように閉め出されたままで推移するであろう。その意味で，北海道底びき網漁業業界は日ロ関係

に大きな期待を持っている。その際，山本 (1988)は IEEZ漁場の商取引jという考え方は，相手国固
有の資源に対して日本船が漁獲しようとする場合は「当を得たものJであるが， I共有資源Jである日ロ
聞などの資源においては， IEEZ漁場の商取引という考え方で論ずるのは大きな誤り」であること，すな
わち「日本，ソ連，韓国および北朝鮮は同一の資源を共有し，かっ利用しているのであるから，これら

4カ国の上にそれぞれの国とは別に漁業に関する中立的な管理機構を設立する事を考え」ながら資源利
用を図るべきだと指摘している。また，鈴木 (1989)は， r現在の日ソ両国の漁業関係は， 1985年の「新
協定」成立以後は，政府間交渉に基づく内容のものから，民間・商業ベースのものに力点がおかれるよ

うになり，全く新たな局面のもとで，日ソ両国共に，多面的な協力関係の構築を模索する段階にあ」り，

日ロ聞における漁業関係の今後の課題は，両国間の漁業協力を推進する上での問題点を把握すること，あ

らたな漁業協力の在り方と具体的進め方，そしてその協力形態を明らかにすること，などを指摘してい

るo

ここまでの研究整理から把握点を要約すると，北海道底ぴき網漁業の経営展開について，第1に生産

同この「自助努力Jとは，減船者や負債整理等の責任を，漁業者自身に任せようとする考え方である。すなわち，
これは.r滅船等によるメリット(漁獲増等)の一部を漁業を継続するものが，減船者に先渡しするものであ
ると言えるが，現状のように資源も経営も過度に悪化している中では，残存するものがそのメリットを得る保
証がなくJ.また残存者自身多額の負債を抱えている状況で，こうした論理を提供することは矛盾がある，と
指摘している。また，同時に許可証を出したのは行政であり，その結果として過剰な漁獲努力になった場合に，
その責任を今一度検討すべき，とされる(参照，相谷義信.1985，北海道における漁業再編成について，北日
本漁業.(15)， 73-74)。
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構造の拡大方向を志向し得たのは，特定魚種，とりわけ加工原料として確立したスケトウダラの供給を

可能とする広大な漁場を利用し得た地域において可能だったこと，第2に入漁規制や漁獲割当制が導入
され，しかもその規制内容が年々厳しさを増している 200カイリ体制下では，量産型生産に基づいた経
営基盤の転換を迫られていること，しかし，第3にそうした生産体制及び経営基盤は，資源的あるいは

労働力確保，航海の安全確保といった社会的条件とも絡み，再編が必要とされていながらも，具体的再

編の方向性が示されていないものであった，といえる。

1-2. 課題と方法
これまでの研究によって，底びき網漁業経営総体に関する生産構造および経営構造の変化の実態につ

いては解明されたといえよう。しかしながら，これらの研究業績では，いわゆる戦後の，すなわち 1950
年代半ば以降の経営展開を可能とした底びき網資本のいわゆる原始的蓄積過程への接近をはじめとし

て，個別経営に関する接近が不足しているように考えられる。つまり上・中・下層という経営間格差は

どのような過程で形成されたのか，またこの経営間格差が個別経営の投資行動の差違とするならば，そ

の投資の内容，規模，資金の調達方法など，個別具体的な要因の解明がなされていないと思われるので

ある。これは増田 (1983)が指摘するように， I北海道における調査研究の中心が沿岸漁業におかれてい
たことと，これら沖合遠洋漁業の経営実態が対外関係もあり公表され難く，資本展開の内部構造の把握

を著しく困難にしてきた」からである。したがって，北海道における今後の資本制漁業研究においては，

同じく増田(向上)のいう「蓄積基盤の形成およびその展開条件，いわば個別経営的側面についての資料

集積と分析Jがなされなければ，前記課題に迫ることは不可能ではあるまいか。そして，その課題に加
えて同じく増田(向上)が指摘するように，個別経営の展開を支えた市場条件の検討(第2の課題)と，

わが国経済の動向の中で漁業における資本展開を可能とした条件の析出(第3の課題)を加えた検討を
する必要があるように思う九

本論はこうした点を踏まえながら個別経営に関する蓄積基盤の形成及びその展開条件を規定する要

因に関する分析を行うことを課題とする。かかる点の解明が進めば，現在の生産縮小局面における沖合

底びき網漁業経営の展開方向を見いだす手がかりを得られるのではないかと考えている。

したがって，ここでは時間的経過に基づき個別経営の動向を追うことでこの課題に接近したい。すな

わち，どのような場面(主に，生産状況=生産環境)で，どのような性格の経営体(草創期の経歴，経営

規模の違い)が，どのように動いたか(どのような投資をしたか=当該漁種での動き，あるいは他漁種へ

の進出)を整理することで，個別経営体が展開する時の規定要因を検討することとする。

考察は，北海道稚内地区の沖合底びき網漁業経営で行った。北海道の沖合底ぴき網漁業は，戦後の生

産展開において加工原料供給に特化することで，生産拡大を遂げた。そして稚内地区の沖合底ぴき網漁

業を考察の対象としたのは，第 1に北海道底ぴき網漁業生産の主要根拠地の一つであること，また経営
的には主に沖底経営に依存することによって経営展開を図ってきたこと，そして第3に地域経済への貢

献という点で，沖底への依存が強いにも関わらず，その経営の維持が困難な状況にあるという中小漁業

が抱える問題の典型をなす地域だからである。

6) なお，戦後の経営展開を経た現代にあっては「中小漁業」の範囲を改めて検討する必要あろう。とりわけ，漁
業生産額としては中小漁業層に匹敵するような生産規模をみせる道内沿岸漁業層にあっては，中小漁業層の
下限に関わる定義が問題となろう。この課題への接近に対して，滝沢(滝沢菊太郎 (1955). 中小漁業の本質
に関する一考察，一橋論叢， 33( 1)， 112-133.)が指摘した「中小漁業の特質jは現在でも有効な手がかりとな
ろう。
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1-3. 構成

本書の構成は以下のような序列となっている。まず過去の研究史の動向を整理することで，本研究課

題の位置づけを行った。第二に，生産環境の変化の実態を把握した。第三に，その生産環境変化を迎え
た時の沖底個別経営体の性格についてまとめた。当該経営体の草創期の動向，及び沖底での経営展開に

注目して，経営類型を行った。第四に，それらの経営体が，画期ごとの生産環境のなかで，いかなる経

営行動をとったのかを整理した。とりわけ，漁業許可によって沖底での経営展開は制限されているので，
他漁種への展開に注目して個別資本の投資動向を類型的に整理してみた。第五に，それらの検討によっ
て，各生産環境下にお砂る経営展開の規定要因を検討した。
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2. 北海道沖合底びき網漁業の位置

2-1. 沖合底ぴき網漁業の展開の諸形態と位置
沖合底ぴき網漁業の諸形態と生産動向

沖合底びき網漁業は，漁業制度上は使用する漁船トン数が15トン以上の動力船で行われる底ぴき網漁
業である。この沖底には， 1そうびきと 2そうびきがあり， 1996年には 559隻の許認可船が存在する。そ
のうち， 1そうびきが426隻， 2そうびきが88隻， 1，2そうぴきが45隻であり，その大半が1そうびき
である。 1そうびきは，太平洋岸では千葉県以北，日本海では鳥取県以北を中心に分布している。
考察の対象とした北海道には Iそうびきが88隻(全国の 1そうびきの 20.6%)が存在し，主要船型は
一部96トン型(新トンでは 125トン)があるものの，その多くが制度上上限規模である 124トン型(新
トンでは 160トン型)であり，大型船型となっている (Table2)。こうした船型とともに，漁場の広さ，及

び資源豊度の高さによって，全国沖底生産に占める北海道区は 1994年で漁獲量の約79%(31.4万ト
ン)，生産額の 44.3%(314億円)と大きなウェイトを持つ主要生産地となっている (Table3)。
中小漁業における沖合底ぴき網漁業の位置

中小漁業とは，公刊されている一般統計書の中で， 1経営体で使用する動力船の合計トン数が 10トン
以上 1，000トン未満の経営体とされており，中小漁業層とは上記トン数規模の経営体の総称である。沖底
経営体とは，沖底経営を当該経営体の経営的主柱とする経営体であるが，使用する動力船が 15トン以上
となっているため，その多くが中小漁業層に分布している。したがって，ここでは沖底経営体の特徴を，

中小漁業層の動向との比較により検討した。なお，中小漁業層をトン数階層別に 10-30トン層を中小下
層， 30-200トン層を中小中層，そして 200-1，∞0トン層を中小上層と区分して，適宜検討した。
中小漁業層の階層構成における近年の変化

中小漁業層の経営体数は， 1983年(第7次漁業センサス)まで増加していたが， 1988年(第8次セン
サス)に減少に転じて， 1993年(第9次漁業センサス)では更に減少して約8，500経営体となった。この
経営体数の水準は，遠洋・沖合漁業が発展的展開を遂げる前の 1968年の約9，000経営体よりも後退して
いる。しかし，この間における中小漁業層の相対的位置は， 1968年に 3.5%であったが， 1993年では 5.0%
となって，経営体数の減少とは逆にその相対的位置をわずかながら高めている (Table4)。
この経営体数を階層別にみると，従来漁業生産の主要担当階層であった中層及び上層の減少が大きく

進み，相対的に小さな減少幅であった下層，とりわけ 10-20トン層のウェイトが高まるという階層構成
の変化が生じている。これは， 200カイリ体制の始まりによる漁業生産力の再編を迫られた中層及び上層
は， 1973年から 1983年の 10年間で 10ポイント近い大きな減少となっているが，さらにその後の 1983
年から 1993年の 10年間でも -7ポイントもの減少となったことが主たる要因と考えられる (Table5)。
階層別に主とする漁種類別経営体数の上位5漁種に注目して， 1988年から 1993年における上記階層
別経営体数の動向をみると，以下の 3点の特徴が確認できた。第 1点目は， 1992年末をもってモラトリ
アムとなったイカ流網を除き，全階層で上位5漁種に，順位の変動はあるものの，漁種類上の変動はな
いこと， 2点目は上位5漁種の経営体数構成比をみると， 30-50トン層においてわずかに 0.2ポイントの
減少があるものの，他階層全てにおいて上昇していること，そして 3点目はこれら上位5漁種合計経営
体数の減少率と階層別全経営体数の減少率を比較すると， 30-50トン層を除く全階層で，上位5漁種の減
少率が低位となっていることである。これらのことから，中小漁業におげる階層構造の変動は，各階層
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T晶ble3. Production七，rendofもheoff-shore trawl in Japan. 

Caもches Value dPise七rrciebEulbtaigoen 
Sea region 

1976 1990 1991 1992 1993 1994 1994 Ca七ches Value 1994 1994 
(1ぽ蜘) (1ぽ則的 (10∞も) (1伎胤) (10∞t) (1∞Ot) (血llionyen) ("!o) ("!o) 

Hokkaido 1274 349 352 333 290 319 31413 78.0 44.3 
Nor七hern 71 88 94 73 49 63 18011 15.3 25.4 Paρific Ocean 
Middle 7 5 5 5 4 3 1269 0.7 1.8 Pacific Ocen 
Southern 1 1 l l 1 1 307 0.3 0.4 Pacific Ocean 
Northern 13 12 16 11 10 9 4942 2.1 7.0 J乱panSea 
Wesもern 22 14 17 15 15 15 15048 3.6 21.2 J晶p畠nSe品

NaもionalTo七品l 1339 470 485 437 369 409 70989 100.0 100.。
Source: StaもおもiωonFisheries阻.dWater Culture Production， MAFF 

T乱ble4. Changes in七henumber of managemen七umもswithin e品chfishery scale group. 

BCF品lieshgerroy up 
Number of m姐乱gementunits Percentage dis位ibution

1968 1973 1978 1983 1988 1993 1973 1983 1993 
(uni旬) (uni臼) (uni柏) (uni恒) (uni臼) (四幅) ("!o) ("!o) ("!o) 

Coasぬ1fishery group 244961 222374 206796 196190 180377 162795 95.7 94.6 94.9 
Small-or Medium-scale 9003 9713 10730 11028 9674 8551 4.2 5.3 5.0 fishery group 

aLsh町ergye-scale 154 215 208 221 220 178 0.1 0.1 0.1 group 
To七al 254118 232302 217734 207439 190271 171524 100.0 1∞.0 1∞.0 

Source: FisherァCensusof Japan， MAFF 

として沿岸海域で操業する漁種のみである。それに対して，従来中小漁業層の生産力を担ってきた漁種

は，すべて維持指数が90以下であり，衰退方向にある。このうち，衰退方向にあるとは言え，今後の中

小漁業層の構造変化の動向，及び生産力的動向を左右すると考えられる維持指数50-90の範囲に，中小
漁業層の主要担当漁種がほぽ入っている。その中で維持指数及び 1983年から 1993年までの聞における

5年間ごとの減少率の低位さからみると，その減少速度が弱まってきていると考えられるのは，遠洋・近
海まぐろ延縄と沖合底ぴき網 (1そうびき)の 2漁種である。他のほとんどの漁種は，維持指数が50-70

と低位であり，また増減率は両5年間とも -10%を超える大きな減少となっているので，今後の動向が

注目される。維持指数回以下の漁種は，政策的な減船や資源減少などの問題のために，圏内漁業生産へ

の貢献という意味では，大きくその役割を薄めている。漁種としては，沿岸カツオ一本釣，北洋関連漁

種，さば釣り，以西底ぴき網である。中でも，北洋関連漁種の北転船，サケマス流網及びはえ縄漁業は，

合計でも 100経営体しかなく，今後漁種としての存続自体が危慎されるほど大きな衰退となっている
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Table 5. Changes inぬ.enumber of fisheries managemen七unitswi七hineach managemen七unl七cl鎚 sln 
the small-or medium-scale fishe巧Tgroup. 

Number of management units Increa.se or decre回epercentage Percen拍晋edis七ribution
Muanniab gecmlasms b 

1968 1973 1978 1983 1988 1993 1978/ 1983/ 1988/ 1993/1973 1983 1988 1993 1973 1978 1983 1988 

(加n) (uni柏 (uni也 {uni白 (uni也 (uni担) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) 
10- 20 40∞ 4575 5693 6372 5855 5469 24.4 11.9 -8.1 -6.6 47.1 57.8 60.5 64.0 
20- 30 970 777 739 873 868 769 -4.9 18.1 -0.6 -11.4 8.0 7.9 9.0 9.0 
30- 50 1572 1330 1087 898 688 634 -18.3 -17.4 -23.4 -7.8 13.7 8.1 7.1 7.4 
50-100 1057 1523 1721 1563 1125 737 13.0 -9.2 -28.0 -34.5 15.7 14.2 11.6 8.6 
100-200 62ゆ 627 645 564 502 424 2.9 -12.6 -11.0 -15.5 6.5 5.1 5.2 5.0 
200-5∞ 541 603 545 475 396 315 9.6 -12.8 -16.6 -20.5 6.2 4.3 4.1 3.7 
500-10∞ 243 278 3∞ 283 240 203 7.9 -5.7 -15.2 -15.4 2.9 2.6 2.5 2.4 
To凶l 9003 9713 10730 11028 9674 8551 10.5 2.8 -12.3 -11.6 100.0 1∞.0 100.0 1∞o 
Source: Fishery Census of J apan， MAFF 

(Table 7)。このように，階層別漁種別経営体数の動向には漁種別に大きな違いがあり，その違いは言い

換えると，経営体として存続しうる条件が漁種の特性によって規定されつつあると言える。この漁種の

特性を，使用する漁船規模を基準に考えると，全体的特徴としていえば，使用漁船規模が大きな漁種ほ

ど，大きな減少を示したといえる。ただし，このことは漁種の動きを示すものではあるが，各漁種に着

業している経営体の動きを説明するには十分ではない。

各漁種ごとの階層構成を Table8からみると以下のことが分かる。

北転船では， 1，0∞トン以上の大規模層が減少し， 1，000トン以下層の中小漁業層が構成比で86%とな
り中心となった。階層別に 1988-1993年の動きを見ると， 1993年では 1隻経営である 200-500トン層の
ウェイトが高まっていることから，経営規模の縮小による再編が進行していると考えられる。

遠洋底びき網では， 1993年でもその主要階層は， 1，∞0トン以上の大規模漁業層である。しかし， 1988 
年に見られていた 1，000トン以上層への収数は， 1993年ではむしろ縮小傾向へと変化している (1，000ト
ン以下層， 1983年2経営体→ 1993年5経営体)。
以西底びき網は，前記遠洋底びき網と同様に 1988年では上層への収数傾向が見られていた。しかし，
1993年の階層別構成は，全階層で経営体数が減少したが，残存した経営体のうち上層の経営体が相対的
に多く残った結果という消極的動きの結果のように見受げられる。とはいえ，構成比では 1，000トン以上
層の比率が上昇している。

沖合底ぴき網 (1そうぴき)でも， 5∞-1，000トン層以上の増加によって上層への収数がみられる。ま
た，最下層の 10-20トン層， 20-30トン層での経営体数の増加が特徴的である。他階層ではいづれも経営

体が減少傾向にあり，今後の推移が懸念される。現在この漁種では，漁獲対象資源に対する生産力の過

大さが指摘されて，再編問題が大きな課題となっている。従来，再編は減船により行われてきたが，減

船では経営体数及び漁業就業者の減少となって，地域経済の影響は少なからずある。そのため，経営体

数の減少を避けつつ行う再編策として漁船小型化も考えられており九今後さらに下層が増加する可能

7)沖底船の小型化は， 1994年度から 1996年度にかけて，茨城県平潟地区で実施されている。当該事例では，従
来の 53トン型を 19トン型に小型化した。これは，主に沖底生産の低迷及び乗組員不足，とりわけ機関員確保
の困難さ等への対応として行われたものである。沖底経営が直面している問題への対応として，減船ではな
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性がある。

大中型まき網は， 1988年に見られた下・中層 (50-100トン層及び200-500トン層)の大幅な減少と上
層 (500-1，000トン層以上)の増大といった動向は 1993年では見られず，全階層で減少している。ただ
し，減少は上層よりも下・中層の方が大きなものであったため，中小漁業層が占めるウェイトが低下し

ている。

サンマ棒受網は，主力層の 50-100トン層及び新トン改正後の 100-2∞トン層が大きく減少し，当該漁
種の経営体数の主力層は 10-20トン層に移行した。これは，兼業漁種であるサケマス漁業の減少と連動
したもので，サンマ漁業での当該階層を主体とした経営の困難さが高まったことによるものである。他

方，最下層の 10-20トン層の増加は，大型船の小型化による動きがでてきたものと思われる。
サケマス流網は， 1993年では小型・中型を問わず全面的な経営体の減少となっている。特に，当該漁
業の経営体数の大きな部分を占めてきた 10-20トン層および50-100，100-200トン層の減少が今年は著

しく，当該漁業を主とする経営体の存続が極めて困難になってきていることを予感させる構造となった。

その他の刺し網は，公海でのイカ流網を行う上層と沿岸で行われるサケマス流網以外の多種類の刺し

網漁業を行う下層とで構成されている。 1992年に公海でのイカ流網が全面禁漁されたのに伴い 50-100
トン以上層における経営体数の減少は当該階層の消滅を予想させるほど著しいものとなっている。他方，

10-20トン層を中心とする下層は近年増大傾向となっており，中小漁業層全体でもそのウェイトは大き
なものとなっている。

遠洋・近海マグロはえ縄では，上層のウェイトの高まりが見えるが，その上層の中で保有隻数が1隻
ないし2隻といった 200-500トン層への経営規模にとどまるものと，より上層への拡大を図るものとに
分解する動きが顕著になっている。中層の 50-200トン層では減少するのみである。下層の 30←50トン層
は，恐らく「新測度Jの関係と思われるが，近年増加している。こうした動向から， 1993年では上層の
再編と中下層での再編が，同時進行している。

遠洋・近海カツオ一本釣りでは，いずれも経営変化と減船等により全階層で減少しているo近海は 50
100トン層に，遠洋は 200-500トン層へと，それぞれ収数傾向がみられる。特に，遠洋カツオでは縮減が

著しい傾向である。

沿岸マグロはえ縄の経営体数は， 1983年と 1993年の比較では増加傾向にあり，沿岸漁業層の中で主要
漁種としての地位が高まりつつある。構成する経営体階層は 10-100トン層であるが，そのほとんどが
10-20トン層に集中して分布している。 20トン以上層の経営体数を 1988年と 1993年の比較でみると減
少しており，上向化の動きは当該漁種の特徴を示すほどのウェイトはないといえる。

沿岸カツオ一本釣の経営体数をみると，他の沿岸漁種が増加している中で，唯一減少傾向を示す漁種

となっている。これは，この間のカツオ魚価の低迷に基づく経営悪化が影響したものであろう。なお，規

模別階層構成は，上記沿岸マグロとほぽ同様の傾向である。

ノfッチ網と船びき網は，沿岸を主要漁場として近年増加してきた漁種である。 10-30トン層において，
これら漁種は主要な漁種となっている。ただし，こうした経営体数の動向はある意味では特定漁種への

集中でもあり，水産資源および漁場利用の面から新たな問題を生じさせる可能性を内包している。パッ

チ網での 1993年における経営体数の減少は，そうした集中化の影響が現れてきたと思われる。

く，小型化により経営体を維持しながら構造再編を行った点で特徴的であり，今後の沖底再編策として注目す
べき事例と考えられる(板倉信明.(1996)，茨城県平潟地区における沖合底ぴき網漁業生産力の縮小再編条
件，北日本漁業.(24)，109-118.)。
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Tab1e 7. Number of management uni臼 ωcordingωm晶jorfishery types in small-or medium哨乱1e
fishery group. 

Number of managemenもum旬
Type of fishery 

1978 1983 1988 1993 1993/1988 
(uni臼) (uni胞) (un血) (%) (%) 

Tuna long line in coastal water く)3) 244 309 26.6 -7.4 
O七heranglings 394 411 379 -7.8 12.1 
Beach seine 754 924 811 -12.2 13.4 
-------.・・・・ーーーーーー・ーーーーーーーー--______0・ー・ーーーーーー・・司.齢ーー.・ーーー・・・・・・ーーーーーーー--------ー -・・ーー・ーーーーー--曲ーーーーー
Other fishings 382 552 543 -1.6 -1.1 
Small size七rawl 1074 1036 1069 3.2 -6.0 
Boat seine of “P乱七ch"も，ype 423 532 561 5.5 -9.1 
O七hergill nets 631 859 790 8.0 -0.5 
ー------------ー-------------------・.・・岨ーーーーーーーーー-------・・ーーー---------------------------ーーーーーーーーーー・ ー骨・ー・・---------._--ーーーーー
Tofusnha orle onWg E line on disUMwaもerand 
water く〉 508 424 16.5 2.6 

Off-shore trawl: one boa七も.rawl 448 481 414 -13.9 8.9 
Other long lines 536 716 631 11.9 -12.7 
ー・.骨・-------------------------ーーーー.ーー・・・，・・ーーー.---・ー-----------------ー・ーー-ー------------._--ーー・・ーーー ーーー---------.・骨・ーーーー・ーーー
Off -shore tr乱wl:pair七raw 169 62 57 8.1 -24.6 
Other sUITounding nets O 706 614 484 -13.0 -21.2 
Other lif七ne旬 355 455 385 307 15.4 -20.3 
Saury s七ick・helddip net 168 158 121 101 23.4 一16.5
Squid angling 2443 1966 1606 1221 18.3 -24.0 

Sankd ipjoafcsk hoproe le-anιline on dis凶ntwater 
water 
。 267 187 150 -30.0 -19.8 

Large and medium surrounding ne七 。 204 122 -40.2 -12.3 
ーー・・幽ー-----ーーーーーーーー----ー・・・・ーー・・b・・ーーーーーーー・・--'.・-----------.帽・ー・.---ーーーーーー・・--・・・ー----------------.ー

Skipjack pole-and-line in coas凶lw乱もer く〉 207 135 -34.8 -36.3 
Largeもr晶，wlin Nor七，hernPωific Ocean O 30 15 12 50.0 -20.0 
Trawl in East China Sea 32 29 21 9 -27.6 -57.1 
Mackerel angling 82 51 13 13 74.5 0.0 
Salmon drif七gillnet 285 410 283 84 31.0 -70.3 
Salmon long line 107 26 23 4 11.5 -82.6 
O七herもr開 lson dis七組twa'七er2) 25 35 5 2 85.7 -60.0 

Total') 10730 11028 9674 8551 78 -12.3 -11.6 

Source: Fishery Census of J apan， MAFF 
Noぬs:1) The to切1numbers are more七，hanぬesum of fishery七，ypesmentioned油ove，bωause they 

inc1ude 0出erfishery七，ypessuch邸 ShellfishCollecting， Seaweeds collecting， or offshore 
Wha1ing出品，tare excluded in the 1ist. 
2) The number of Distant Water Traw1s man噌:ementunits which exc1uding Large tr乱w1in 
Northern Pacific oce品nand Sou七hernPacific Ocean. 

: 3)く)m乱rksinぬ1S七ab1emean either no d飾品 orno七乱，pp1ic品b1ebecause of different s七atis七ics.

イカ釣漁業は， 1988年までは増加する階層の存在があった。しかし， 1993年では全階層が減少してい

る。現在でも中小漁業層の中で大きなウェイトを持っているが，全階層での減少は当該漁業での経営の
困難さもあるが，構成比的には 10-20トン層と 100トン以上層への収数傾向がみられるので，この漁種
においても階層再編の激しさが窺える。

その他はえ縄の中には，マグロはえ縄以外の沿岸，沖合，及び遠洋で行われるはえ縄が含まれている
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Table 10. Compo唱itionof management uni七cl88Sesin七hesm且.ll・ormedium-scale fisherァgroupin e船 h
sea reglOn. 

Number of persentage disも，ribu七ion
M anaRemeM In晶nagemeMunits Frcenぬge

se晶Region 11Ilifclass by -byhhery cl蹴，
1983 1988 1993 1983~881988~93wassehaerryegc10l蹴n，by醐陀gion

1993 1993 
(加nn) (units) (units) 四期(%) (%) (%) (%) 

Hokkaido 10- 20 1148 1102 976 -4.0 -1l.4 78.6 17.8 
20- 30 126 94 45 -25.4 -52.1 3.6 5.9 
30- 50 119 58 35 -5l.3 -39.7 2.8 5.5 
50-100 180 91 31 -49.4 -65.9 2.5 4.2 
100-2∞ 109 1∞ 95 -8.3 -5.0 7.6 22.4 
200-5∞ 76 57 40 -25.0 -29.8 3.2 12.7 
500-1000 29 33 20 13.8 -39.4 l.6 9.9 

-ーー・・・.__._--ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー..ー・・・・・・・・・..ーーー・ーーー------ーーーーーーーーーーーーーーーーーー・----------・ーー，司'甲骨----ーーーーーーーーーーーー--------ーー------------ーーー・ーーーーーーー

Total 1787 1535 1242-14.1 -19.1 1o0.0 14.5 

Nor七hern 10- 20 707 528 442 -25.3 -16.3 54.8 8.1 
Pacific Ocean 20- 30 61 81 52 32.8 -35.8 6.4 6.8 

30- 50 29 21 29 -27.6 38.1 3.6 4.6 
50-100 228 145 57 -36.4 -60.7 7.1 7.7 
100-200 92 95 84 3.3 -1l.6 10.4 19.8 
200-500 129 99 70 -23.3 -29.3 8.7 22.2 
500-1000 88 79 73 -10.2 -7.6 9.0 36.0 

-ーー・・・・・--------------------------ー-ーーー・・・・ーーーー，ーーーーーーーーーーーーーーーーーー-----ー--------・ー-----ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー・・・・・・ーー・・F停車甲ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

Tot乱11334 1048807 -21.4 -23.0 1o0.0 9.4 

Middle Pacific 10- 20 798 777 825 -2.6 6.2 60.1 15.1 
Ocean 20- 30 119 134 142 12.6 6.0 10.3 18.5 

30- 50 150 138 135 -8.0 -2.2 9.8 2l.3 
50-100 282 217 153 -23.0 -29.5 11.1 20.8 
100-200 60 43 31 -28.3 -27.9 2.3 7.3 
2∞-500 67 65 52 -3.0 -20.0 3.8 16.5 
5∞-1∞o 59 42 35 -28.8 -16.7 2.5 17.2 

ーーーーーーーーーーーーーーーーーー・・・骨..・ー・ー司圃ーーーーーーーーーーーーーーーーーーー』・・・・・ーーー・ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー・-------_.--ーーーーーーーーーーーーーーーーーー-ーーーー--------ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

ToM115351416  1373 -7.8 -3.0 1∞.0 16.1 
Southern Pacific 10- 20 747 651 538 -12.9 -17.4 5l.5 9.8 
Ocean 20- 30 110 72 111 -34.5 54.2 10.6 14.4 

30- 50 115 85 74 -26.1 -12.9 7.1 1l.7 
50-1∞ 230 185 150 -19.6 -18.9 14.4 20.4 
100-200 105 88 72 -16.2 -18.2 6.9 17.0 
200-500 79 73 83 -7.6 13.7 7.9 26.3 
5∞1000 27 27 17 0.0 -37.0 l.6 8.4 

ーーーーーー・----------ーーーーーーーーー・..ー，ーーーーーー曲・ー-------ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー・・・...ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー・・ーー・-----ーー帽ーーーーーーーーーーーーーー-ーー・・・・骨司，ー

Total 1413 1181 104516.4 -1l.5 1o0.0 12.2 
Nor屯hernJ乱pan 10- 20 410 392 339 -4.4 -13.5 64.2 6.2 
Sea 20- 30 50 45 42 -10.0 -6.7 8.0 5.5 

30- 50 101 76 55 -24.8 -27.6 10.4 8.7 
50-1∞ 100 57 35 -43.0 -38.6 6.6 4.7 
100-200 33 40 24 2l.2 -40.0 4.5 5.7 
200-5∞ 37 26 19 -29.7 -26.9 3.6 6.0 
500-1000 17 15 14 -1l.8 -6.7 2.7 6.9 

ーーーーーー値ーーー・・・・ー..ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー岨ーー・------ーーーーー・ーーーーーーーーーーーーーーーーーー----ーーーー・ー・・・・ー_.-.-ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー______0幽値・・・・・・・・・ー・・"・ー
Total 748 651 528 -13.0 -18.9 100.0 6.2 

151ー



北大水産紀要 [XXXXV，2 

T晶，ble10. Continued. 

Number of Increase or decrease Persentage distribution management umts percenもage
Sea Region Mumniat gcelmaae渇n七

1983~881988~93bbyy 自s出earE7egciolans，sbybySs醐h1e9r9my3 gclo脚n， 1983 1988 1993 
1993 

(ωnn) (uni飽) (uni胞) (units) (%) (%) (%) (%) 

WesもemJap組 10- 20 509 498 523 -2.2 5.0 58.4 9.6 
Sea 20- 30 42 35 27 -16.7 -22.9 3.0 3.5 

30- 50 112 91 64 -18.8 -29.7 7.2 10.1 
50-100 350 276 184 -21.1 -33.3 20.6 25.0 
100-200 92 77 61 -16.3 -20.8 6.8 14.4 
2∞500 43 44 27 2.3 -38.6 3.0 8.6 
500-1000 11 8 9 -27.3 12.5 1.0 4.4 

ーーーーーーーーーーーーーー・・・・ーーー-ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー...ー・ーーーーーーーーーーー・・ーーーーーーーーーー・ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー・---.-・ーー・+ー・・佐世'・・ーーー

To七al 1159 1029 895 -11.2 -13.0 100.0 10.5 
East Chin晶Sea 10- 20 1270 1165 1084 -8.3 -7.0 75.4 19.8 

20- 30 150 163 111 8.7 -31.9 7.7 14.4 
30- 50 119 78 74 -34.5 -5.1 5.1 11.7 
50-1∞ 139 97 69 -30.2 28.9 4.8 9.4 
100-2∞ 61 48 45 -21.3 6.3 3.1 10.6 
200-500 39 27 19 -30.8 -29.6 1.3 6.0 
5∞1∞o 52 36 35 -30.8 -2.8 2.4 17.2 

ーーーーーーーーーーーーー--.--ーー・・ーー'ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー，・・・ーーー-ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー・..ーー・ d幽ーーーーーーーーーー--------------------------ーーー・..ーーーーーーー

To七al 1830 1614 1437 -11.8 11.0 100.0 16.8 
SeωInland Sea 10- 20 783 742 742 -5.2 0.0 60.6 13.6 

20- 30 215 244 239 13.5 -2.0 19.5 31.1 
30- 50 153 141 168 -7.8 19.1 13.7 26.5 
50-100 54 57 58 5.6 1.8 4.7 7.9 
100-200 12 11 12 8.3 9.1 1.0 2.8 
200-500 5 5 5 0.0 0.0 0.4 1.6 
500-1ωo 0.0 0.0 

ーーーーーーーーーー伊・ーーーーーーーーーーーーーーーー-------・・ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー・ー・p・ーーー・ーーーー・ーーーーーーーー・ーーーーーーーーーーー・ーー----骨，ー...ーーー・ーーーー・ーーーーーーーーーーーー

To七乱l 1222 1200 1224 -1.8 2.0 100.。 14.3 
Total 10- 20 6372 5855 5469 -8.1 -6.6 64.0 100.。

20- 30 873 868 769 -0.6 -11.4 9.0 1∞.0 
30- 50 898 688 634 -23.4 -7.8 7.4 I∞.0 
50-100 1563 1125 737 -28.0 -34.5 8.6 100.0 
100-200 564 502 424 -11.0 -15.5 5.0 100.0 
2∞500 475 396 315 -16.6 -20.5 3.7 100.0 
500-1000 283 240 203 -15.2 -15.4 2.4 100.0 
To切 11028 9674 8551 -12.3 -11.6 100.0 1∞.0 

Sourc港 FisheryCensus of J apan， MAFF 

区が減少傾向に転換した後，減少が進む海区とそうでない海区との差異が大きくなっている。太平洋北

区の 23.0%を筆頭に，東シナ海区の-11.0%まで， 1988年の減少率を上回ったり，上回らないまでも

高率で減少しているのに対して，太平洋中区では-3.0%と減少率が小さしそして瀬戸内海区では
+2.0%と増加さえしている。このように海区別経営体数の動向に大きな聞きが出てきたことが，今次セ
ンサスの特徴である。

上記動向の海区差の内容を検討することで，この差異の要因とあわせて各海区の経営体動向の特徴を
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捉えたい。検討は Table10をもとに行っている。
北海道区

近年における最大の特徴は，全階層が減少傾向となったことと減少度合の拡大である。88→93年の減
少率は， 30-50トン層及び100-200トンを除く全階層で，前期 (83→88年)を上回っている。なかでも，
中下層である 20-100トン層は，サケマス流網における減船と，魚価低迷によって経営悪化が深刻化して
いたイカ釣りの減少によって，絶対数及び減少率ともに大きな減少となっている。また上層である 500-
1，000トン層は 1988年では唯一増加傾向にあった階層であるが， 1992年に公海での操業が全面禁止され
たことに伴うイカ流網の減少と遠洋マグロはえ縄の減少によって約40%の減少となった。こうした中上
層の大きな減少の結果，当該海区の階層別構成は， 10-20トン層だけで全体の約80%近くを占めるとい
う下層集中型の構成となっている。これは 10-20トン層の減少が相対的に小さかったことと，そもそも
当該階層経営体の絶対数が多かったからである。それを可能としたのは，広大な沿岸域の存在によって，

沿岸漁業層の生産力展開を確保し得る条件があったという当海区の特徴によるものである。これは 1993
年でも新規着業経営体の出現数が，全海区中最高の水準にあることでも分かる。なお， 100-200トン層で
の減少率の低さは，沖底とサンマ棒受網の増加がサケマス流網の減少を相殺したこと，及び「新測度法j

適用による漁船トン数の変更によるものであろう。沖底やサンマの新規着業は現状では困難であること

から，これら漁種の増加は他漁種の複数操業経営体であったものが，従来の主たる漁種(北転船，サケマ

ス流網)の減船に伴って兼業漁種が主たる漁種となった経営体と考えられる。したがって，当該階層の減

少率の低さは積極的な意味での生産力の形成と評価し得ないものと思われる。以上のように，当該海区

は最下層である 10-20トン層への集中化が特徴的であるが，現在存在している中上層において外国水域
での操業規制や漁獲割当量などへの規制がさらに強化されるならば，下層集中傾向は今後一層進展する

ことが予想される。
太平洋北区

当該海区の 1993年における中小漁業層の経営体数は，日本海北区についで少ない海区となっている。
これは，この間減少率が全海区の中で最も高い20%を越える大きな減少が進行したためである。全国的
には減少率が低いとされる 10-20トン層でさえ 16%の減少率を示しているし，イカ釣り，沖底，それに
小型底ぴき網を中心とする中小中下層 (100トン以下層)では 30-60%もの減少率となっていることに
よる。他方，遠洋マグロはえ縄を中心とする 100トン以上の中上層をみると減少率としては中下層より
若干低い値となっている。特に，最上層である 500-1，000トン層では減少幅は最小となっている。上記マ
グロ漁業における多統化，大型化による経営体の再編対応が進行しているのである。中下層の海区構成

は，全国的にも低率なものとなっているし，また絶対数でも少ない。しかし，中上層は海区内の構成比

でも大きなウェイトを維持し，全国的には最大のウェイトを持つ海区となっている。以上のことから海

区全体をみると，中下層の激しい減少と，中上層の堅調な推移という上層と下層との分化が進行してい

るようである。
太平洋中区

今次センサスにおいて当該海区は，北海道から太平洋岸各海区の中では，全経営体数及び中小漁業層

の最も多い海区となった。1993年における中小漁業層の減少率が瀬戸内海区に次いで3.0%と低く，1988
年の減少傾向が緩和した海区の一つである。これは，船ぴき網，小型底びき網，その他釣りを中心とす

る中下層の 10-50トン層の増加 (30-50トン層はほぼ横ばい)によるものである。遠洋・近海カツオ一本
釣り，その他まき網を中心とする 50-100トン層は 30%近い減少を示しているが，海区内でのウェイト
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は今なお大きなものがある。遠洋・近海マグロはえ縄，大中型まき網を中心とする 2∞-1，000トン層の中
小中上層は，遠洋・近海マグロはえ縄を中心とする 200-500トン層だけが小さな減少で，他階層は相対
的に大きな減少を示している。したがって，当該海区の階層構成は， 10-50トン層で構成される中小中下
層の増加が，ウェイトの小さい中上層での減少を補完したことによって，海区全体の減少が小さくなっ

たのである。その結果，中下層のウェイトが小さいというよりも，むしろ中下層のウェイトの高さを特

徴的とする海区である。
太平洋南区

当該海区は，階層を問わずマグロはえ縄(遠洋・近海及び沿岸)への依存が高い海区であり，中小漁業

層の約 4割がマグロ漁業経営体である。マグロ漁業への依存傾向は上層程高くなって， 5∞-1，000トン層
では 17経営体の内， 15経営体がマグロはえ縄経営体である。こうしたことから，当該海区は中小中層の
経営体が比較的大量に蓄積している。したがって， 10-20トン層の構成比は 51.5%と全海区中最も低位
にあり，中上層のウェイトの高さが特徴となっている。なお，最上層の 500-1，000トン層の減少が大きい。
これは同じように遠洋・近海マグロはえ縄を主とする経営体が多い太平洋北区及び中区と比較しでも異

なる動向である。
日本海北区

海区全体の経営体数，及び中小漁業層の経営体数ともに全海区中最も少ない海区である。海区全体の

減少は 1988年より一層進行している。これはイカ釣りと小型底びき網を主体とする 10-20トン階層で
の減少によるものである。階層別の減少率をみると，中下層 (10-50トン層)よりも中上層 (50-500トン
層)での減少率が大きい。この動向は下層から上層までほぽイカ釣りの動向の反映による部分が大であ

るが， 30-100トン層では沖底の影響もある。なお， 500-1，∞0トン層の経営体数はほぽ横ばいとなってい
る。これは遠洋マグロはえ縄と大中まき網によるものである。当該海区は，主要漁種であるイカ釣り漁

業の不振により 88-93年の経営体数の減少率がなお高いといえる。
日本海西区

前述したように海区全体の経営体数は，日本海北区に次いで少ない海区であるが，中小漁業層のウェ

イトは比較的高い海区である。階層別にみると，小型底ぴき網，その他敷き網，イカ釣り及びその他は

え縄を主要な漁種とする 10-20トン層及び沖底とその他はえ縄を中心とする 50-100トン層に偏った分
布が特徴となっている。 1993年までの動向をみると，上記50-100トン層を含め，ほぽ全階層における減
少が進行している。最上層である 500-1，∞0トン層は堅調な動向を示しているが，階層全体への影響は小
さい。以上から当該海区は，最下層である 10-20トン層と 50-100トン層を中心とする階層構成を特徴と
していたが， 50-100トン層の減少率が比較的高く，最下層を中心とする階層構成へと変貌しつつある。
東シナ海区

経営体数は全海区の中で最多数の海区となっている。中小漁業層の経営体も同様であるが，全経営体

数に対する絶対数としては少なく，ウェイトは最も低い。階層別構成をみると，1993年では約75%が 10-
20トン層であり， 20-30トン層を含めると約80%強となって，中小下層のウェイトが極めて大きい海区
である。これら階層は，イカ釣りを始めとして，その他のはえ縄，その他の釣りなどの釣り漁業を主体

とするものである。 30-500トン層の経営体数は少なく， 1993年においても減少が進行している。他方，
最上層である 500-1，∞0トン層は以西底ぴき網及び大中型まき網を中心として経営体自体は少なくなっ
たものの堅調な推移を示している。このように当該海区は， 10-30トン層の大量の存在と上層の比較的堅
調な存在を特徴としている。
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and hy sea regions in七hesmall-or medium-scale fishery group. 

Southem No凶hem Western E描も ChinaSe. se加 InlandSea Total P.ofic Oce岨 Japan Sea Japan Sea 
1988 1991 1993 1988 1991 1993 1988 1991 1993 1988 1991 1993 1988 1991 1993 1988 1991 1993 

5 33 10 13 
50596 271363 28560 28242 
10119 11253 2856 2172 
3166 23269 4495 4050 

9 9 7 
120261 46880 9510 
13362 5209 1359 
6665 4∞9 1581 
52 45 30 
299289 76934 121799 
5756 1710 4060 
23311 10476 15572 

23 11 7 67 33 26 
198675 121250 98482 450451 252070 205471 
8638 11023 14069 6723 7638 7903 
29458 20247 15090 倒196 45247 釦加l

15 4 1 131 104 85 146 108 87 
9157 1642 65 88438 78102 52245 97596 79811 52310 
610 411 65 675 751 615 668 739 ω1 
3382 671 28 32644 29303 22092 36027 3∞23 22120 

6 6 5 88 81 77 177 155 152 560 525 489 
1174 1339 1053 11424 15ωo 10315 17345 16771 14656 471812 484750 368961 
196 223 211 130 193 134 98 108 96 843 923 755 
617 681 282 4844 4856 5132 14479 16642 15044 70330 98868 71170 
3 3 2 106 85 79 112 100 110 49 44 38 201 202 213 968 913 899 
116 23 22 9∞7 9071 5190 6792 5809 5289 305 270 172 8610 7296 7975 164076 189340 224576 
39 8 11 85 107 66 61 58 48 6 6 5 43 36 37 170 207 250 
く〉 く〉 O く〉 O O く〉 。O O O O O O く〉 く〉 O O 
16 14 14 × 10 7 5 96 80 58 
l鈎97 13367 14785 380 18990 13908 13∞3 141451 109780 95792 
819 955 1056 1899 1987 2601 1473 1372 1652 
3286 3320 3404 54 3059 2370 2484 24042 20896 20859 

1∞ 93 83 18 17 16 180 158 142 
57013 52962 55478 15596 19715 4215 1∞319 103606 92576 
570 569 668 866 1160 263 557 656 652 
15579 14532 13876 1577 1989 581 25990 26557 24122 
126 76 70 12 11 11 249 182 172 
5916 2779 4616 1403 891 1412 9691 5409 8306 
47 37 66 117 81 128 39 30 48 
く〉 O O O く〉 く〉 O 。く〉 O く〉 く〉 く〉 く〉 O O O O 
135 123 125 28 25 29 4 4 4 77 86 87 × × × 806 789 766 
37716 34226 32715 7027 4507 7525 486 396 382 16832 16598 22890 206 230 218 216483 180357 205097 
279 278 262 251 180 225 122 99 96 219 193 263 269 229 268 
41149 38442 37573 7137 5320 7095 2沼4 254 235 21222 17510 25855 251 305 163 225461 2∞422 221071 
167 140 131 9 11 6 × 14 21 16 385 332 271 
32521 24898 25410 648 797 1063 119 2274 3381 2431 69291 54641 58424 
195 178 194 72 72 177 162 161 152 180 165 216 
23598 19552 21449 337 535 805 71 2245 2696 1825 51975 41990 42088 
201 267 264 94 97 113 × × 355 449 475 
12661 14981 22843 7828 7869 7616 115 239 23538 27199 36935 
63 56 87 83 81 67 66 61 78 
く〉 。O O O く〉 O O く〉 O 。 O O O く〉 O O O 
20 21 24 5 5 5 73 77 76 177 195 2∞ 
2ω3 3855 2264 732 1527 1536 17034 12062 7464 52821 48222 52183 
180 184 94 146 305 307 233 157 98 298 247 261 
く〉 O O く〉 く〉 O く〉 O O O O O O O O く〉 O O 

× 3 × 4 46 53 51 3 8 4 231 297 313 
21 12 8 49 3395 3768 2994 233 628 226 16597 36440 38950 
4 12 74 71 59 78 79 57 72 123 124 

O O O く〉 く〉 O 。O く〉 く〉 O O O O O O O く〉

157ー



北大水産紀要 [XXXXV，2 

瀬戸内海区

1993年において中小漁業層の経営体数が増加した唯一の海区である。この増加は，全階層が経営体数
を殆ど減少させない中で， 30-50トン層が増加したことによるものである。この 30-50トン層はパッチ網

及び船びき網を中心とする階層で，当該階層はこれら漁種の上層となっている。当該階層の増加は，下

層から上向化した結果と考えられ， lO-20トン層を始めとする下層の経営体数に変動がないのは沿岸漁
業層からの移動も活発に行われたことによるものと思われる。当該海区においては， lO-50トン層を中心
として中小漁業層が構成され，これらの階層の増加あるいは維持によって特徴づけられるo

以上のことから，これら各海区の動向から共通点を挙げると以下のことが言える。まず第1に，中小
中下層 (20-lO0トン)の減少が 1988年と比較すると一層進行しており，最下層であるlO-20トン層の

相対的ウェイトが高まっていることである。 1993年の中小漁業層の経営体数は約8500であったが，その
内約6割強がlO-20トンのみで占められているし，海区別では北海道区や東シナ海区のように約7割か

ら8割近くまでが当該階層で構成される海区がでできている。中小中層の減少は全海区において一層進
行しており，経営の困難さに直面する経営体の広がりは，一部の地域ではなく全国化している。

第2に，経営体数上で主要な担い手であるlO-20トン層の動向において，当該階層においてさえ 1988
年から 1993年への動向では減少傾向が一層強まったことである。こうした海区は半数の4海区である

が，その内北海道区はサケマス流網における減船，太平洋北区は主要漁種であるイカ釣りの減少，太平

洋南区はパッチ網とその他まき網の減少，そして日本海北区ではイカ釣りの減少によるものである。こ

れら漁種は，いずれも当該海区の主要漁種である。階層構成の増大から経営の有利性を予想させる下層

経営体にあっても，経営の継続が厳しいことを窺わせるものである。

第3に，特定の漁種及び特定階層の経営体の分布が偏ってきたことである。特に 500-1，∞0トン層は遠

洋マグロはえ縄ないし大中型まき網によって構成される海区がほとんどとなっており，経営体の分布が

太平洋北区，太平洋南区，及び東シナ海区へ偏るようになった。 1993年の動向では，こうした偏りが強
まっているのが特徴的である。これは，減船や経営破綻に漁種的隔たりが生じたためであり，また上層

経営の再編対応という二つの側面の現れである。
主要漁種の地域分布の変化

上記のように，近年では中小漁業層の経営体動向に地域間的偏りが強まったことを指摘した。確かに

中小漁業は，各地域におかれる自然的条件及び社会的条件によって，経営される漁種や漁船規模が限ら

れる特性を持っており，自ずと地域的差異を持っている。しかし，近年の動向はそうした特性が，より

厳しく問われるようになっていると考えられる。ここでは，経営の再生産が困難となった状況の中で，主

要漁種の各地域(海区)における動向がいかに変化しているのかを把握することを課題としている。な
お，経営体に関する部分は Table11で検討し，漁労体および生産に関する部分は Table12で検討した。
遠洋底ぴき網漁業

ここでいう遠洋底びき網とは，北方トロール，転換トロール，北転船，それに南方トロールをいって

いる。 1988年から 1993年の経過の中で，遠洋底びき網をとりまく生産環境に大きな変化があった。北方

トロールと転換トロールでは，外国 200カイリ内での対日漁獲割当がなくなり，また沿岸国の入漁規制
の強化によって操業海域が狭められて， 1990年と 1991年には減船が行われている。北転船についても同

様で，ベーリング公海での操業がモラトリアムされることが決定される状況に対応して 1991年に減船が

行われている。南方トロールにおいても，外国200カイリ内への沿岸国の入漁規制や漁獲割当の低迷に
よって，操業条件は厳しいものとなっている。こうした操業条件の変化によって， 1988年段階では大規
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模階層への上向化などが現況への対応の動きとして指摘された(庫吉， 1991)が， 9次漁業センサスでは
上層規模への収数という動向は確認されず，少なくとも上層のみが残存していることは確認できる。ま

た，分布する海区をみると，太平洋北区における経営体数の著しい減少がみられるものの，主要海区を

北海道区，太平洋北及び中区とする点に変化はない。一漁労体あたりの漁獲金額をみると，北海道区の

南方トロールのみが比較的好成績をあげている。北方トロールと転換トロールは，このままではどの海

区の経営も存続は困難であると思われる。北転船の場合は，変動性があり速断できないが，現経営体が

存続し得る可能性があるようにみえる。
以西底ぴき網漁業

主要分布海区としては，東シナ海区と日本海西区であったが，前出 Table11で示されるように東シナ
海区のみとなった。これは，業績悪化や漁場への入漁制限などを要因とする経営破綻により 1990年から
1991年にかけて行われた減船の結果である。残存経営体の階層は上層の500-1，000トン層及び1，000ト
ン以上層が中心となっている。以西底びき網の操業状況としては，漁獲量，金額(それらのー漁労体あた

りの値)も一貫して低落傾向であって，当該漁種は消滅の危機さえ漂っている。
沖合底ぴき網漁業

100-200トン層は北海道区を中心に分布し， 30-100トン層以下の中規模階層は太平洋北区，中区，日
本海北区，それに同西区を中心に分布するという海区構成に変化はない。30-1∞トンの中規模階層は，経
営体数の減少が全海区で認められ，一漁労体あたり漁獲量の低迷，または漸減動向をみれば衰退傾向に

あるといえる。しかし，太平洋北区，日本海西区でみられる下位階層である 10-30トン層の経営体数の
増加は，沖底生産における新たな動向として注目される。また，北海道区の沖底 100トン以上層は操業
成績的には必ずしも劣悪化しているわけでない。経営体数も 1986年に実施された減船以後，ほぽ横這い
である。
小型底びき網漁業

全海区に分布するが，瀬戸内海区，太平洋中区，日本海西区などを主要な地域としている。太平洋北

区と日本海北区での減少は，上記沖底との連動によるものである。また，太平洋中区と日本海西区にお

いては，経営体数，漁労体数ともに低下はしていないが，操業成績においては低下，及び頭打ちの状況

が認められる。
カツオ漁業(遠洋・近海・沿岸)

カツオ漁業は，遠洋及び近海ともに減船が実施されてきた漁種であり，いずれもが分布する全海区で

経営体数，漁労体数ともに減少している。特に，近年の経営体数の動向をみると， 50-2∞トンの中規模
層が太平洋中区と南区において大きく減少し，また太平洋中区と太平洋北区に分布する 2∞トン以上の

大規模層が著しく減少する傾向がみられる。なお，一漁労体あたりの漁獲量は沿岸，近海カツオを含め

て全体として増加しており，残存する経営体の生産力は上向き傾向であることが確認できる。

マグロ漁業(遠洋・近海・沿岸)

1，∞0トン以上層の大規模マグロ経営体については，太平洋北区，及び東シナ海区への集中が生産力増
強を伴いつつみられる。他方， 1983年当時中心であった太平洋中区については，経営体数の減少が著し
い。 200-500トン層の中位階層については，太平洋北・中・南の各海区に分布し，ほぽ保合の状況で推移
してきた。
遠洋マグロ延縄の生産力という視点でみると，一漁労体あたり漁獲量は太平洋北区で最も高く，伸び

の高さでは東シナ海区が大きい。 50-200トン層の下層については，太平洋北区と太平洋南区での分布で

159ー



北大水産紀要 [XXXXV，2 

あるが，いずれも大きく減少している。なお，近海10-50トンと沿岸 10-20トンは太平洋南区の分布で
あり，経営体数は増加傾向である。
パッチ網・船ぴき網

ノfッチ網漁業において 10トン以上層が主に分布する海区は，太平洋南区，瀬戸内海区，そして東シナ
海区の3海区である。漁労体数は 3海区とも増加しているが，一漁労体あたり漁獲量は太平洋中区で若
干の増加がみられるものの，他の2海区では大きく減少している。今後の再編が予測されるところであ

る。
船びき網漁業は，太平洋中区で漁労体数が増加したため，全体の増加となった。こうした増加は，ー

漁労体あたりの漁獲量の増大が示しているように，沿岸漁業の中で生産を伸ばしている漁種だからであ

ろう。当該漁種は， 10-20トン層の経営体数の増加に大きく貢献している。

2-2. 北海道沖合底ぴき網漁業の特徴一稚内沖底の位置
戦前及び敗戦後の沖合底びき網漁業に対する政策は，底びき船隻数の削減と違反船に対する取締強化

という，いわば漁業生産力の抑制策が主な内容となっていた。これは，無許可船を含む底びき船の急増

によって各地で引き起こされていた沿岸漁業との漁場紛争や資源枯渇問題の解消などのためである。し

かし，引き続く底びき政策では各種の規制措置が講じられながらも，同時に，漁場の拡大やそれを容易

にするための漁船の大型化を促進し，沖合底びき網経営の合理化・安定化をも考慮されてきたことは前

述した。

その結果，沖合底びき網漁業は，沿岸域の漁場から沖合漁場へ移され，漁船大型化を基礎とした生産

量の強化が図られることになり，その企業的発展が可能となった。
北海道における沖合底ぴき網漁業生産

北海道の沖合底ぴき網漁業は，資源豊度の高い広大な未利用漁場の存在といった自然条件にも支えら

れ，著しい発展を遂げた。全国の沖合底びき網漁業における北海道海区の構成比をみると，漁獲量では，

1950年代後半に 70-80%，1960年代後半では80-90%，200カイリ法施行直前の 1976年には 91.7%を占
めており，また生産額でも 50-60%を占め，全国の主要地域となっている。こうしたシェアーの高さは，
資源の賦存条件と並んで，その高い生産性によるところが大きい。例えば，ー漁労体あたりの平均漁獲

量をみると，北海道海区は， 1960年代半ばで約1，500トン， 1970年代初頭で3，000トンを越え， 1976年
には戦後最高の 6，338トンとなり，他海区のそれと比較してずば抜けて高い (Table13)。これは， 1950年
代半ば以降著しく進む大型化と，従来生鮮向けに利用されていたカレイやマダラといった比較的単価の

高い魚種から，スケトウダラやホッケといった単価の安い多獲'性魚種への転換により，量産型の生産力

体系を確立させたことによる。

こうした生産状況は，道内各根拠地における生産量を拡大させた。とりわけ，稚内は 1960年代半ばに
はすでに道内沖合底びき網漁業生産の約半数を占める最大の生産地となっており，その傾向は若干ウェ

イトの低下がみられるものの現在でも続いている (Table14)。
他方，かかる生産拡大局面は， 200カイリを境に大きく減少している。同表が示す通り 200カイリ直前
の1976年には，道内全体の沖底漁獲量は 139万トンと戦後最高を記録している。これは，稚内の沖底に
おいても同様であり，同年の漁獲量は54.3万トン， 237億円にのぼっている。しかし， 200カイリ規制の
始まりによって，ロシア水域内での従前のような操業ができなくなり，こうした生産拡大は終震を迎え，

以後急激な減少となっている。1994年における道内の漁獲量は，1976年水準の約4分の 1となっている。
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Table 13. C品，t.chesper fishing unit of the off-shore trawl in major sea 
regions( One boat tr晶，wl).

Sea region 
Average Cωches per fishing unit 

1966 1971 1976 
(ωn) (ωn) (ωn) 

Hokk乱ido 1496 3074 6338 
Northern Pacific 0ω姐 198 215 434 
Northern J晶panSea 73 100 127 
Wes旬rnJap晶nSea 164 111 112 
Naもion晶1aver乱ge 511 993 1907 

Source: S七叫isticson Fisheries 阻.dWa飴rCulture Production， MAFF. 

Table 14. Production situation of Hokkaido 0住shore回，wlin m品.jorbranches in Hokkaido. 

I七em Branches 1965 1976 1986 1994 
C晶旬hes Value Caもches Value Caもch邸 Value C品もches Value 
(1ぽM目白田) (皿illionyen) (1αゆ柏田) (皿llionyen) (1仮附加出) (皿illionyen) (1ぽ励。田) (皿illionyen) 

Actual Soya 207 5393 543 23699 143 8140 109 7690 
number Abashiri 93 2909 279 10185 94 5630 39 6873 

KusIro 54 2213 256 13196 85 8267 77 8526 
Hidaka 12 557 17 1882 8 840 15 1284 
Iburi 24 928 59 3480 18 2386 13 1823 
Rumoi 17 599 26 1281 8 1015 15 851 
Shiribeshi 51 1799 69 4090 22 2646 45 3510 
。七hers 10 302 25 1575 17 2285 6 856 
Total 468 14700 1274 59388 395 31209 319 31413 

(%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) 
R乱rlOs Soya 44.2 36.7 42.6 39.9 36.2 26.1 34.2 24.5 
(%) Abashiri 19.9 19.8 21.9 17.1 23.8 18.0 12.2 21.9 

KusIro 11.5 15.1 20.1 22.2 21.5 26.5 24.1 27.1 
Hidaka 2.6 3.8 1.3 3.2 2.0 2.7 4.7 4.1 
Iburi 5.1 6.3 4.6 5.9 4.6 7.6 4.1 5.8 
Rumoi 3.6 4.1 2.0 2.2 2.0 3.3 4.7 2.7 
Shiribe唱hi 10.9 12.2 5.4 6.9 5.6 8.5 14.1 11.2 
o七hers 2.1 2.1 2.0 2.7 4.3 7.3 1.9 2.7 
Total 100.0 1∞.0 100.0 100.0 100.。 1∞.0 I∞.0 100.0 

Source: Statistics on Fisheries and Water Culture Production，飾品もis七iωandInforma七ionDeparもment，
Ministry of Agriculture， Fores七ry岨 dFishries (SFWCP， SID， MAFF) 

主要根拠地における展開の経緯

かかる生産拡大を遂げる戦後北海道底ぴき網漁業の展開過程をみると，道内根拠地再編のダイナミズ

ムとして把握できる。

「一般に北海道における中小漁業資本の形成は，道沿岸の漁業資源に恵まれすぎていた故か，遠隔地水

揚げのため市場条件に恵まれていなかった故か，本州地区の大漁港のそれに比べてかなり立ち後れてい
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る椎内底曳網漁業の実態」だった(村岡・増田， 1971)。こうした経営状況の中で，北転船への進出を図
り得た上層経営体では，水産加工場や冷凍・冷蔵庫を兼営し始めるなど，漁業経営の規模拡大だけでな

く，多角的な経営を行うようになった。すなわち， r地方財閥型J(中井， 1988) といわれる上層経営体
を形成させる一方で，上向化し得ない中下層との経営間格差を拡大させたのである。

他方，終戦直後から主要根拠地であった小樽地区の底ぴき網漁業は，母船式サケマス漁業との兼業船

が圧倒的に多く母船式底びき網資本による収奪の結果として資本の蓄積において相対的に制限をうけた

と言われる(境， 1971)。また稚内のように広大な漁場を前沖に持たなかったことが，稚内地区の底びき
網漁業の経営展開と較べ，相対的に低位な展開となったと考えられる。

このような結果，稚内地区の沖底は道内における典型的な中小漁業資本として急速な成長をとげるこ
とになった。

2-3. 小括
中小漁業層の典型的漁種といえる沖合底びき網漁業経営は，全国的には減少の著しい階層である。し

かし，他漁種と比較すると近年相対的に減少率が低下しており，当該階層におけるウェイトを結果とし

て高めつつある。中でも北海道の沖底経営体は，全国沖底経営体のなかで，より上層へのシフトが見ら

れる点が特徴的である。

こうした経営規模は，加工原料供給という量産型生産力によって確保されたものである。そこには，市

場の成長とスケトウダラ冷凍すり身技術の確立が大きな役割を果たした。

道内主要根拠地における沖底経営の動向をみると，量産型生産に対応できる条件として資源豊度と共

に，広大な漁場を前沖に持つという条件が重要であった。この条件によって，根拠地漁業の再編が引き

起こされた。小樽と室蘭は相対的に道内沖底におけるその地位を大きく低下させた。他方，稚内地区は
沖底船の規模及び隻数とも飛躍的増大を遂げて，道内沖底生産の主要地域となった。その意味では，量

産型生産力体系が確立する過程では，この条件が沖底の経営展開を規定したといえる。生産拡大局面で
は，個別経営にとって，資金的な問題は上記したように他人資本に依存するとしても，それを負担し得

る条件が存在したからである。しかし， 200カイリ体制の確立は，漁業生産が縮小局面へ転換したことを
意味するものであり，従来と同様の経営展開の変更を迫るものとなった。
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一一稚内における個別経営体の類型的観察

[XXXXV，2 

北海道の沖合底びき網漁業は，第1に沖合化を促す戦後の底びき網政策の実施，第2に資源豊度の高
い広大な未利用漁場の存在，そして第3に冷凍すり身技術の確立に伴うスケトウダラ市場の拡大，とい
う要因に支えられて，著しい発展を遂げた。

これを個別経営の展開に視点を据えて見ると，かかる量産型への転換は経営の存立・再生産確保の条

件だったわけで，いわば生き残るための対応だったのである。しかし，海区別でみると最も大型の漁船

を保有し，著しい生産拡大を遂げたが，それによって個別経営が発展し得たのか，言い換えれば，資本

蓄積を進展し得たのか，という点については改めて検討が加えられなければならない。

かかる観点から，本章では沖合底ぴき網漁業の生産拡大局面において，個別経営がいかなる展開を遂

げ，それがいかなる性格のものであったのか，そしてそれは何に規定されていたのか，北海道沖合底び

き網漁業において主要根拠地である稚内地区を考察の対象として分析した。

この課題への接近方法としては，個別経営の経営規模に焦点を合わせ，その契機と対応を検討する。な

お，経営規模の拡大は，一般的には漁船の大型化として進行するが，制度的な制約から，より以上の拡

大を図るとすれば，複船経営化か他漁種の兼営化が必要となる。よって，ここでは，大型化，複船経営

化，そして兼営についても検討を加えることにしたい。

また，考察の期間は，戦後における企業的発展の出発点と考えられる 1950年代半ば，すなわち稚内に

おいて特に大型化が進む 1956年から， 200カイリ規制が実施される直前の 1976年までの時期を主たる

考察の対象とする。この期間は，少なくとも 200カイリ規制というような厳しい漁場制限がなかったた

め，生産力拡大局面の段階と考えられるからである。

3-1. 生産動向と経営展開

生産動向

稚内における戦後の沖合底びき網漁業の展開は量産型生産力の確立，発展であった。そのためには，生

産力の高度化が必要であるが，漁船漁業においては，漁船の代替(建造または中古船の購入)時に設備の

拡充がなされるのが通例である。200カイリ規制前の稚内では，被代船と同一規模の漁船が建造されるこ
とはほぽ皆無であり，新船建造はすなわち大型化を意味した。したがって，ここでは主力となった漁船

船型を指標として，対象とした 1956年から 1976年までの期間を次の3期に区分した。

第 1期:1956年から 62年までの期間である。底びき船の上限は，すでに 1953年より木船75トン，鋼

船85トンまで引き上げられていたが，補充トン数制のもとで，これら規模への大型化はあまり進んでい
なかった。しかし， 1955年から 1956年にかけて補充トン数制を緩和するいくつかの施策8)が実施された

8) 主要なものとしては， I新漁場出漁船の大型化に伴う補充トン数操作についてJ(水産庁長官通牒31水3892
号)により，新漁業への一定期間出漁することを条件に，無補充10数トンの増トンが認められた。なお，暫
定的には.1955年11月から始められていた。また.I中型機船底曳網漁業の許可又は，許可方針の一部改正に
ついてJ(水産庁長官通牒30水3563号)により，兼業化の際に無補充の増トンが認められた。特に，北海道
の底びき船の場合.I北海道における中型機船底曳網漁業の屯数補充に関する特例についてJ(長官発道知事宛
31水7588号)により，新漁場の出漁による大型化する際の無補充の増トンを認める適用船の範囲が60トン
以上から 50トン以上へ引き下げられ，大型化への便宜がはかられた。
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たため，漁獲物組成に大きな変化をもたらした。 1940年代半ば頃の稚内では，肝油や焼き竹輪などの原

料として利用されていたマダラとアプラザメが全漁獲量の 64%を占め，スケトウダラとホッケは僅か

15%を占めるに過ぎなかった(北海道立水産試験場， 1952)。しかし， 1950年代半ばではこの割合が逆転

し， 1956年ではスケトウダラが49.2%，ホッケが27.3%とこれら両魚種だけで全漁獲量の 80%弱を占

めることになり，以後の稚内沖合底びき網漁業における漁獲物組成を特徴づけるものとなった。

生産額についても同様のことがいえる。 1952年から 1955年まで 9億円前後であった生産額は， 1956 

年には 13.6億円となり，対前年比で46.3%もの大きな増加となった(前出Table16)。その魚種組成にお

いて，やはりスケトウダラとホッケを併せて 64.4%と高率を示し， 1959年以降ではさらに 70%強まで

になっている。こうして，稚内の沖合底びき網漁業は特定魚種の生産に強く依存する体質に変化したの

である。

この期の生産動向を要約すると，漁船の大型化と近代化の進行によって漁獲能力は著しく高まり，併

せて漁場の外延的拡大も行われ， 1950年代半ばの沖底生産と比して，漁獲量・生産額ともに大きく増大

した時期である。特にスケトウダラの漁獲増大によって稚内の沖底は加工原料供給型の漁業として発展

する基盤を築いたのである。
第2期 (1963年 1969年)

この期におげる沖底船は， 1963年の 63隻から 1969年の 61隻へと僅か2隻の減少に留まった(前出

Table 16)。第1期には， 1961年より底びき船の北洋への転換(いわゆる北転船)が開始されたため， 1962

年に 6隻減少した。しかし，この期の転換は，買い入れ許可の廃業による転換のため，所有する底びき
船隻数に大きな変化がみられなかったと考えられる。

漁船規模については， 1962年8月に出された『漁船船員の労働環境改善のための措置について.1(37水

漁第4775)によって無補充による 12トン前後の増トンが認められ96トン型への大型化が可能となっ
た九稚内におげるこの規模への移行は， 1963年の 1年間だけで63隻のうち 20隻， 3年後の 1965年に

は62隻中42隻 (67%)が移行し終えるという急激なものであった(前出 Table16)。

また，この大型化とともに各種の新型機器類が搭載されるが，特筆されるのは 1964年よりロープワイ

ンダーが導入されたことである。この設備の導入は「一般には 1日1回程度の曳網回数の増加や 1-2名
の乗組員の減少が可能Jとされ(室蘭機船漁業協同組合， 1965)，経営面での有利性が指摘されている。す
なわち，この期の漁船の大型化とともに省力機械の導入による「合理化」によって生産力はさらに上昇

した。

しかし，この期の生産動向をみると，前半期で僅かな増加がみられるものの，後半期で大きな減退を

みせる。すなわち， 1955年以後，漁獲量及び生産額は上昇の一途を辿ったが， r昭和39年・昭和40年は，
流氷や時化など天候条件の悪化に加え，オホーツク沿岸・日本海沿岸の資源事情が悪化J(水産庁北海道
区水産研究所， 1966)してスケトウダラは 1964年から，ホッケは 1965年から大きく減退し， .1965年以

降の総漁獲量の大きな減少となった。特に，この期の最低となった 1966年には 12.9万トンとなり， 96ト

ン型への大型化以前の 1960年レベルまで落ち込んだ。

次に，この聞の生産額をみると， 1965年までは魚価の上昇もあって生産額は一貫して増額していたが，

9) 同措置の取扱方針・別表二で掲げられている算出方法によると，例えば， I漁船規模jが「総トン数50トン
以上80トン未満」の場合では， I総トン数から 50トンを控除したものの1/15に10トンを加えたトン数を限
度」として「補充を要せず」大型化できるとされている。上記例におげる無補充トン数は，約12.33トンとな
る。
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合底びき網漁業が構造的変革を迫られた時期である。

前述のように，従来は漁船規模の上限が96トンとされていたが， 1967年に至り着氷水域に出漁する漁

船には操業の安全を確保する措置として，漁船規模の上限を 125トン未満に拡大し， 40トンを越えない

範囲で無補充による増トンが認められた。この措置により，着氷期間中及び着氷水域での操業が可能と

なり，操業機会も増大することになった。

124トン型への移行は， 1968年に 61隻中 7隻が， 2年後の 1970年には 60隻中45隻 (75%)がすませ

た。 96トン型への大型化の時と同様に僅か3年の聞に成し遂げている(前出 Table16)。

この規模の船体構造には，従来大型船にしか導入されていなかった船尾揚網方式とニ層甲板構造が採

用されたことにより，操業方式の高率化と積載量の大幅な増大が可能となった。また， 1971年からオツ

タートロール漁法の試験操業が許可されたことで，急斜面の海底や，やや深い場所での操業が可能とな

り，漁場として利用できる海域が拡大した。その結果，船体構造の特性と相まって漁獲効率の極めて高

い船型の操業が行われることになった。

生産動向をみると，まさに激増期といえる。 124トン型への移行当初である 1969年で 17.2万トンで

あった漁獲量が， 1970年には 31万トン， 1973年には 49.7万トンに増加し， 200カイリ体制への移行直

前の 1976年には 52.1万トンと， 7年間で1969年レベルの約3倍となっている(前出 Fig.2)。この間，漁

獲量の急増によって主要魚種であるスケトウダラとホッケの平均単価が下落したが，漁獲量の増大がそ

れを補い生産額は大幅に伸びた。特に，漁獲量で戦後最高となった 1976年には約238億円を記録し，1969

年の生産額 (39.9億円)の約6倍となっているのである。

こうした漁獲量・生産額の増大は，従来の主要魚種であるスケトウダラとホッケの他に，イカナゴが

加わったことも大きな要因である。イカナゴは，従来から生息していたと考えられるが，漁船の大型化

とトロール漁法の採用によって漁獲可能となり，スケトウダラ，ホッケとともに稚内の沖底の主要魚種
の一つになった。イカナゴの漁獲の増加は 1968，69年頃からであるが，特に著しい増加をみせたのは

1973年以降で，全漁獲の約20%を占め，ホッケを上回った。また，このイカナゴの生産増大は魚類養殖

における餌料需要の増大に対応したもので，魚価はスケトウダラを上回り，生産額の伸張に大きく寄与

した。一方，スケトウダラも第2期の後半に問題となっていた冷凍すり身の流通面での障害は， 1971年

から「三集販機関制Jll)の実施などによって流通・販売体制の整備・強化が図られ，また冷凍すり身の需
要の増大もあって，一層の生産増にもかかわらず価格暴落が回避された。

以上のとおり，第 3期は，漁船の大型化と船体構造・操業方式の改善によって，漁場の拡大とイカナ
ゴの漁獲などにより，漁獲量の飛躍的な増加をもたらし，さらに冷凍すり身の流通体制の整備や需要増

大もあって，生産額も大幅に伸ばすことができた。

すなわち，この期の生産面での飛躍的な増大をもたらす原動力そのものが 124トン型への大型化だっ

たのである。
しかし，こうした量産型の漁業の実現は，漁船の大型化のみでなく効率化によるところが大きい。そ

して，これが短期間に行われたために費用の負担は自ずと急騰した。このことが， 1973年のオイルショッ

ク，1977年に始まる 200カイリ規制といった経営環境の変化にともなって表面化してくる経営危機の伏

11) この制度は急増するすり身生産によって年々激化する道内加工業者間の過当競争による弊害をなくすため，
産地の集出荷機関を原則として大洋，日水，それに道漁連の3者に指定し，道内各すり身加工業者はこれらい
づれかの系列に入り，各系列機関内での生産計画に基づく工場別割当量を決めることで，無秩序なすり身生産
や販売を抑制し，すり身市況の好転及び加工経営の安定を図ろうとするものであった(参照，社団法人 全国
すり身協会『冷凍すり身・三十五年J)。
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線ともなったたのである。
経営規模の拡大過程と経営類型

考察の期間とした第1期から第3期における個別経営の規模拡大は，それぞれの特徴を持っている。そ

れらの経営規模の拡大過程について，経営する沖底船の隻数と兼営化の状況を基準としてみると，次の

4つに類型化することができる。
まず，第I期当初の段階で，複船経営体と単船経営体に大別できる。その後，複船経営体の中では， 1961
年に始まる北転船を兼営してゆくもの (Aタイプ)と，沖底専業経営体として推移するもの (Bタイプ)

がある。また，他方，単船経営体の中で，沖底船の複船経営化を図ってゆくもの (0タイプ)と，終始単

船経営体のまま推移してゆくもの (Dタイプ)がある。

これらを図示すれば次のようになる。

沖合底ぴき船と北転船の兼営
/'  … .Aタイプ (6経営体)

複船経営体ぐ

刈沖合底ぴき船の複船経営
…・Bタイプ (4経営体)

A 沖合底ぴき船の複船経営化
/ '…Cタイプ (6経営体)

単船経営体ど

可沖合底ぴき船の単船経営
・…Dタイプ (18経営体)

注)この類型化は， 1981年現在の経営体について行っている。

これら各タイプ別経営体における経営規模の拡大過程の特徴は以下のとおりである。
Aタイプ

ほとんどが戦前から漁業を営むもので，第1期の始めにすでに 2-5隻の底ぴき船を保有し，その後の
拡大過程において沖底船の大型化とともに北転船やその他の事業にも進出するなど，経営の多角化を図

りつつ積極的な規模拡大を遂げてきた経営である。これらの経営体の規模拡大過程を漁船の大型化につ

いてみると，特徴的なことは，第1期当初である 1956年の段階で，保有合計隻数 19隻のうち， 12隻
(63%)を75トン型または 85トン型へ大型化していることである (Table17)。
第1期は，前述したように新漁場の開発や新装備の導入などにより， 1950年代半ばと比べて，底びき
網漁業の生産力が高められ，漁獲量・生産額ともに大きく増大する時期であった。したがって，このA
タイプは資源豊度の高い漁場開拓が進み，出漁船の少ない時期に，他のタイプの経営体に先行する形で

大型化を進め，有利な条件の下で高利潤をあげてきたと考えられる。第2期及び第3期においては，他
のタイプとほぼ同じ幅で大型化が行われている。

沖底船のー経営体あたり平均保有隻数は， 1953年に最高の 3.3隻となるが，同時期の北洋サケマス漁
業への転化に伴い， 1956年には 2.8隻と減少した。しかし，その後この平均保有隻数は，第1期から第
3期までこの水準で推移したといえる (Fig.4)。すなわち，このタイプの経営体は，全期を通じて沖底船
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かつており，他タイプよりも大型化のテンポが遅かった。しかし，第2期の 96トン型への大型化は，保
有隻数の過半数が1973，74年の僅か2年間ですませ，しかも平均増トン数が21.3トンと 4タイプ中最も
大きな増トンによる大型化であった。ところで，このときの大型化における補充トン数(いわゆるボーナ

ストン数)は，先述したように 12トン前後であった。したがって，これを越える増トン分は，漁業許可
の購入を必要とし，その費用は新船取得費用を増大させたと考えられる。第3期の大型化は 1969年から
始まり，保有隻数の過半数がこの水準に達するのは 1971年で，他タイプよりも 1年間遅れている(前出
Table 17)。
また，平均保有隻数の動向をみると， 1953年の2.5隻から 1955年には1.8隻に減少するが，以後1972
年までほぼ同数であり，一様な経営規模で推移した。他の漁種や他漁種の兼営はほとんど進展しておら

ず，新たな経営規模の拡大はみられなかった。

つまり，このタイプの特徴は，底びき生産が増大する第1期に大型化が遅れ，底びき生産が低迷する

第2期には短期間に，しかも漁業許可購入による増トン数を余儀なくされた。このために，このタイプ
では投資の増大に対して漁獲量の増大が図れず，結果的に経営を圧迫する契機となったと考えられる。す

なわち， 1940年代半ばで複船経営に到達していた経営の優位性を持ちながら， Aタイプのような経営規
模の拡大を遂げ得なかったのは，かかる要因によるものと推測される。なお，このタイプは 1973年のオ
イルショック以後，単船経営に規模を縮小している(前出Fig.4)。
次の C，Dタイプでは，ともに戦前から引き続き底びき網漁業を営むものも含まれるが，多くは戦後の
参入経営であり， 1940年代半ばでは 30-50トン層を主体とした小規模な単船経営であった。しかし，そ
の後の経営規模の拡大においては大きな違いをみせた。

Cタイプ

前出Table17でわかるように，第1期の 75トン型または85トン型への大型化は，保有隻数の過半数
が1956年の 1年間だけで達成し，上位階層との規模格差を急速に縮小している。この時は，被代船の平
均使用年数が1.3年と極めて短く，ほぽ毎年漁船の更新が行われた。前述したように，第 1期は沖底が量

産型の生産として確立した時期であり，こうした漁船大型化は積極的な経営対応であった。第2期の96
トン型への大型化は， 1962年から 1965年までの4年間と遅く，また前期に 85トン型となっていたこと
もあり，増トン数が14.4トンと最も小さなものであった。このことは，補充トン数用の許可の買い入れ
も少なくてすんだものとみられる。第3期での大型化は，他タイプと同様に 1968年から 1970年にかけ
て行われ，その増トン数も無補充増トン数の範囲内であった。ただ，平均増トン数が33.0トンと大きく
なっているのは， 85トン型から直接124トン型へ増トンしたものが6隻中2隻あるからである。
また，平均保有隻数をみると，第1期半ばの 1959年から増加しはじめ，第2期の前半の 1965年には
ー経営体あたり 2.0隻と最高となっている。その後，こうした複船経営化は進展せず，第2期後半には1.7
隻-1.8隻と減少するものの，第3期すなわち 200カイリ規制が始まるまで複船経営体として推移した。
200カイリ規制以後は， 1977年から 1978年にかけてすべての経営が単船経営体となっている(前出Fig.
4)。こうした複船化の他に，兼営化による規模拡大は，母船式サケマスやその他の漁業を行うものが若干

ある程度であって，その他大部分の経営は沖底の専業経営である。

つまり， Cタイプは第1期の積極的な大型化とともに，複船化による経営規模の拡大を遂げたが，第2

期以降，新たな拡大を遂げ得なかった。これは，第 1期での大型化が，蓄積条件の強化に有効に機能し
たのに対して，第2期では底びき網生産そのものの減退，第3期では冷凍すり身市況の低迷などにより，
大型化のメリットが薄れ，蓄積の手段として有効に機能しなつかものと考えられる。また，兼営化があ
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まり進展しなかったのは，沖合底ぴき網漁業への資本の増投をこえて他漁種へ進出しうる蓄積ができな

かったためと考えられる。
Dタイプ

1950年代初頭では， cタイプより小規模な30-40トン層の経営が多かったが，第1期での大型化に
よって他タイプと同規模の漁船を経営することになった経営群である。前出Table17から 75トン型ま
たは85トン型への大型化をみると， 1954年か信行った経営もあったが，保有船の過半数がこの水準に達
するのは 1957年で4年聞かかっている。また，被代船の使用年数は2.1年と Cタイプ程短くはないが，平
均増トン数が19.9トンとこの期では最も大きし無補充トン数 10トン以外に漁業許可の購入が必要で
あった。第2期の96トン型への大型化は， 1963年の1年間で保有隻数の過半数 (57%)が終えるという
急激なものであった。しかも，被代船の平均使用年数が4.5年と最も短い大型化であった。さらに，第3
期の 124トン型への大型化においても，被代船の平均使用年数が5.3年と最も短期間に大型化を行って
いる。この間，複船経営化は全く進んでおらず，また兼営化も一部の経営体で北洋サケマス漁業を兼営

するものがある程度である。

つまり， Dタイプは全期にわたり，大型化に最も敏感に対応し，規模拡大を図ろうとしてきた。しか
し，それは，被代船の使用期聞が短いために，投下資本の回収が不十分なままでの，次の大型化を行う

というリスクを負うものであった。確かに第1期では，大型化によって小経営から上向化し得た。けれ
ども，その出発が最少規模であったためにこうした短期間の大型化を余儀なくされ，かかる大型化投資

の経営圧迫を強く受けることになり，同じ単船経営でありながら， cタイプのような経営展開ができな
かったものと考えられる。
経営展開の規定要因における経営類型別差異

以上のことを生産動向との関連で整理し，各タイプの経営規模の格差が生じた要因についてみると次

のように概括できるo

第 1期:新漁場の開拓による漁場の拡大を背景とした沖底生産の増大期にあたる。スケトウダラの市

場は 1950年代に主な需要先となっていた肝油や焼き竹輪等の地元加工業依存から， 1950年代半ばには
安価とはいえ“ガラ送り"に変わり，東日本を対象とする広範囲な需要を持つことで大量販売を可能とす

る条件が備わった。かかる点から，第 1期には，未利用漁場の存在ということもあって，可能な限り容
易に大型化しえたものが，より大きな経営利益を手にすることが可能であった。

この期に， Aタイプは他タイプに先行する形で大型化を終え，また Cタイプは 1956年の 1年間だけで
75トン型または85トン型へ移行するというような積極的大型化を行った。このため，両タイプは生産力
を高め，有利な経営展開の条件を強めていたといえる。これに対して， Bタイプは複船経営という経営
の優位性を持ちながらも， 75トン型または85トン型への大型化が遅れ，量産が求められる時期にその優
位性を充分に発揮しえなかった。また， Dタイプは，この期の大型化によって終戦後の小規模経営から
上向化しえたが，大型化投資を急いで行ってきたために，それ以上の経営規模の拡大を遂げることがで

きなかったと考えられる。

第2期:96トン型への大型化は，資源状態の悪化で沖底生産が以前のレベルまで落ち込み，大型化の
効果が薄れた。 Aタイプが北転船に進出していることを除けば，他の 3タイプすべてにおいて経営規模
の拡大は進展していない。

第3期:124トン型への大型化は，確かに沖底生産の飛躍的増大をもたらしたが，すり身市況の不安定
化によるスケトウダラ価格の低迷と 1973年のオイルショックによる経営経費の高騰によって経営環境
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が厳しくなった。それゆえ，投下資金の回収も困難とならざるをえず，一層の経営規模の拡大を行うに

は厳しい状況にあった。

かくして，稚内における戦後の沖合底ぴき網漁業経営は，終戦の 1940年代半ば以降の漁船規模の格差
を漁業許可政策に対応して大型化を図ることによって縮小させ，沖底に限つては経営相互の平準化を進
めた。しかし，複船経営化や他漁種の兼営化の進展によって各経営の規模格差は，むしろ拡大した。こ

うした格差拡大の要因は， 1950年代半ばから 1960年代初頭までの漁船の大型化に対する個々の経営の
対応の相違によるものであった。

3-2. 経営展開と投資拡大の意味
戦後の稚内では，第 1期から第3期に至る過程で，それぞれの時期に漁船の大型化が行われ，沖底生

産もこれに応じて発展してきた。特に， 124トン型への大型化は生産面で飛躍的な増大をもたらし，戦後
の稚内における沖底の頂点を形成した。しかし，そのような沖底生産が進展する過程で，多くの経営に

おいて経営規模の拡大を確認することができず，逆に経営規模の縮小を行う経営さえ現れた。

そこで， 96トン型および124トン型への大型化が経営面に及ぼした影響を検討することによって，か
かる漁船大型化の経済的意義について考えてみたい。特に，ここで問題にするのは， 124トン型への大型
化を遂げることによって，沖底経営の損益構造と財務構造がいかに変化したかということである。

なお，ここで使用する資料は『漁業経済調査報告(企業体の部).1(農林水産省)の漁労体統計と経営体
統計である。この漁労体統計は，稚内地区を含む日本海区の平均である。他方，経営体統計は全道平均

であるが，漁船大型化が経済面に与えた影響の傾向については同様に捉えることはできょう。

損益構造の変化

Table 18に示す50-100トン層，すなわち 96トン型の漁業収支についてみると， 1968年では漁業収入
が3778万円であるのに対して，漁業支出は4，280万円であり， 502万円の欠損金を出している。その後，
漁業支出は 1972年まで4，∞0万円で維持されているのに対して，漁業収入は年々低下してゆき， 1972年
には 3，099万円まで低下している。その結果，欠損金は 1，153万円にもなっている。この間，漁業利益が
計上されるのは， 1969-71年までの3ヵ年があるが，最高でも 1969年の356万円であり，これらから営
業費用や負債利子が支出されるので，実際にはこれらの年次も赤字経営ということになる。この原因は，

いうまでもなく魚価の伸び悩みに伴う漁業収入の低減にある。そして，いわゆるオイルショックの影響

が現れる 1974年以降では，漁具費・燃油費の高騰に雇用労賃も加わり，欠損金は増大している。
かかる収支状況からみて， 96トン型の経営は， 1960年代半ばにはすでに漁業収入の低迷で全くの経営
不振に陥っていたことが窺われる。先に述べた 1967年における 124トン型への大型化を認める制度的対
.応は，こうした事態の改善を図るための措置ともみられるのである。
では，その 124トン型の収支を同じく Table18からみよう。移行直後である 1969年において，漁業収
入は 1億 793万円をあげ，同年の 96トン型に比較して約2倍の収入となり，漁業利益も 2，259万円が計
上されている。この年の収支をみる限り， 124トン型への大型化は，収支の好転に寄与したことになる。
しかし，その後は漁獲の大幅な増大により漁業収入は急増するものの，支出面では雇用労賃と大型化に

伴う減価償却費が膨張したことによって，支出総額が収入を上回り，漁獲量が急増し， 2，392万円の漁業
利益が計上された 1973年を除き， 1977年まで200-700万円の欠損金を出している。
つまり， 124トン型の導入は，生産面では大幅な漁獲量の増大をもたらしたが，経営面では期待された
効果があがらなかったということができょう。したがって， 124トン型への大型化によって損益構造も好
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ほぽ0%前後を推移している。このように 124トン型の場合でも，増大する投下資本額のほとんどすべ
てを他人資本によって調達されてきたのである。この他人資本による調達，すなわち負債は， 50-100ト
ン層ではほぼ80%，100-200トン層では 95%前後が借入金によるものである。 Fig.7は， 50-100トン層
における借入金の推移をみたものである。これによってわかるとおり，借入金総額は 96トン型への移行
が始まる 1960年代前半では 3，∞0万円台であったが，移行が本格化してくる 1960年代半ば以降に急増
した。しかし， 1970年代初頭以後， 96トン型への大型化が一応終息したこと，オイルショック以後の経
営経費の抑制などにより， 6，∞0万円台へ漸滅後横ばいとなった。
この借入金を資金別にみると，長期借入金は 1950年代中期では多くても 15%弱であったが，大型化
の進展とともに， 1970年台初頭まで20-30%と大型化以前のそれよりもそのウェイトを高めた。 ltかし，
1970年代初頭以降，大型化の収束とともに 10%内外まで低下し， 1973年まで同じ傾向が続いた。すなわ
ち， 50-100トン層では，大型化の時に，長期借入金の増大によって借入金総額を増大させたが，大型化
の収束以後オイルショックまでは，長期借入金の減少によって，借入金総額はほぽ6，∞0万円台で横ばい
であった。

それに対して， 100-200トン層では，長期借入金はすでに 35.9%，4，200万円を占めている (Fig.8)。そ
して， 124トン型への移行が進行した 1972年では借入金総額が1億 3，400万円へと増加したが，長期借
入金は 5，090万円， 38.0%と借入金総額に占めるウェイトをさらに高めている。ところで，翌年 1973年
は124トン型への大型化が一応収束を始める年であった。しかし，この年はいうまでもなくオイルショッ
クに見舞われたために，長期借入金の減少とはならなかった。特に，翌年 1974年には借入金総額が1億
4，400万円に増大したが，そのうち長期借入金が7，的O万円， 52.7%とその半数以上を占めるまで増大し
た。こうした傾向は， 1977年の 200カイリ以降に一層強まり，借入金総額の 70%強を占めるに至ってい守
る。

50-100トン層にしろ， 100-2∞トン層にしろ，投下資本のほとんどすべてを他人資本に依存する財務
構造に脆弱性を持つ経営となっていたことは，先に指摘したとおりである。だが， 100-200トン層におい
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て，大型化以後の借入金総額の増大及びその総額に占める長期借入金のかかる比率の高さは， 50-100ト
ン層とは異なり，その脆弱性を長期化させることになった要因のーっとして指摘できる。

このような結果，沖底経営の金利負担が増大していったものと考えられ，その借り入れ先が大きく変

化している。 Table19は，借入金を短期と長期に分け，その借り入れ先別の構成比をみたものである。ま
ず，短期借入金についてみると， 50-100トン層では， 96トン型への移行前である 1960，61年頃では，漁
協からの借り入れは20%以下であった。しかし，移行が本格化する 1960年代中期以後では40%を越え，
そのウェイトを高めている。こうした傾向は， 100-200トン層の場合でも同様である。漁協からの借り入
れは， 124トン型への移行が本格化した 1970年以降増大した。特に，オイルショック直後の 1974年には
70%， 1975年には80%と，その依存度を高めている。かかる動向は，燃油対策資金や漁業経営維持安定
資金といった政策金融に関わるものと思われるが，しかし他面では沖底経営の金利負担能力が低下した

ため，一般金融機関がその貸出を敬遠するようになったとも考えられる。一方，長期借入金においては，

50-100トン層も 100-200トン層も農林漁業金融公庫を経由する財政資金に，ほぽ全額を依存している。
このように北海道における沖底経営は，増大する漁業投下資本の大半を他人資本に依存することに

なった。その契機は，自己資本の蓄積を上回る漁船の大型化であった。その結果，大型化資金をはじめ，

日常の運転資金さえも，もっぱら財政資金や系統資金などの政策金融によって維持されるという経営体

質に変化したのである。

3-3. 小括
稚内における戦後の沖合底びき網漁業の経営展開を画期に分けて考えると，一貫した増大を遂げた訳

ではなかった。第1期は，東日本に広範囲な市場を持つスケトウダラの“ガラ送り"の増大によって，そ

の大量処理が可能となったことを基礎に，新漁場の開発と漁船の大型化によって生産が増大した。第2期
は，主要魚種であるスケトウダラとホッケの資源状況の悪化による漁獲量の減少と，増産され始めてい

た冷凍すり身の販売不振によるスケトウダラの価格低下もあって，漁獲量・生産額ともに大きく減退し

た。第3期では， 124トン型という漁獲効率の優れた船型への大型化によって沖底生産が著増した。これ
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いた Aタイプと，同じ第1期当初に積極的な大型化を行った Cタイプであり，逆に第1期に大型化が遅

れた Bタイプと Dタイプは，第2期・第3期に積極的な投資(大型化)を行ったにもかかわらず，経営
規模の拡大を成し遂げていないからである。

このことから，漁業投資の中核をなした漁船大型化の意味が，第1期と第2期以降では異なるものと

考えられる。第1期は，広大な，そして漁業資源の豊かな未利用漁場の存在によって，直接的に経営収
支の好転を図り得た。しかし，第2期では主要対象魚種の資源悪化と冷凍すり身市況の低迷によって沖
底生産が後退したために，むしろ経営を圧迫する要因となった。それだけでなしこの期の大型化投資

は従来のそれ以上に多大な資本を必要としたため，財務構造の脆弱性を一層進行させた。しかも，長期

借入金の増大によってその脆弱的な財務構造を長期化させることになり，借入金依存体質からの脱却を

難しいものとした。かかる意味で，第2期・第3期の大型化投資は，経営規模の拡大を図るものであっ

たが，現実の機能は漁種間または漁船間での漁獲競争が激化するなかで，経営の生き残り策の一つの手
段に過ぎなかったといえよう。

以上の検討から，戦後の北海道における沖合底びき網漁業は急激な拡大を遂げたが，個別経営相互間

においては，規模格差が形成されてきたこと，そして多くの経営においては，量産型の生産へ対応する

ための漁船の大型化投資が，潜在的には経営危機を準備するものであったことが指摘できる。また，も

う一つの課題である生産拡大局面における個別経営の展開に差異を生じさせた要因に関する結論として

は，投資時期，すなわち拡大局面が全面化する前の 1950年代中期における個別経営の投資行動にあった
といえる。
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4. 生産縮小局面における類型別経営体の経営展開とその規定要因

旧ソ連(以下:ロシアという)による 200カイリ規制が宣言され， 1977年3月から実施されることに
なった。これを契機に，量産型生産を指向して展開してきた稚内の沖底生産は，生産の縮小を迫られる

ものとなった。これは，そのまま生産構造の再編に結びつくものであった。

個別経営にとってみれば，生産構造の再編は当該漁業からの転換や廃業を意味し，経営展開が大きく

制限されるものである。したがって，本章では従来の展開条件がなくなり，沖底の存立すら危ぶまれる

状況の中で，沖底経営はいかなる経営展開を図ったのか，それはまた沖底経営の資本蓄積にとっていか

なる意味を持つものであったのかという点の検討を課題とする。

考察の期間は，ロシアの 200カイリが実施された 1977年から現在までである。この期の沖底は，生産

手段である漁船はほぼすべての経営体が制度上最大規模である 124トン型を使用し，漁労設備・航行機
器も高性能となっていて，生産技術的には成熟した状態であった。しかし， 1977年にロシアが2∞カイ
リ制を宣言したことから，操業海域，漁獲量ともに制限が加えられることになった。さらに， 1986年に

は漁獲割当量が従前の 60万トンから 15万トンに削減され，生産条件は極めて限定されたものとなった。
したがって，考察では，この前後をもって，次の 2期に区分をした。 200カイりから現在までの期は，縮
小再編期と考えられるが，特に 1977年から 1985年までをその再編前半期， 1986年から現在までを同じ

く再編後半期とした。そして，この聞における生産力構造の変化の内容をこれらの画期について特徴づ

砂て，そこでの個別経営の展開の過程を時代状況との関連で検討し，個別経営における経営展開の規定

要因の析出を図った。

4-1. 生産力再編の進行と経営展開条件の変化
生産力再編の契機と内容

沖合底ぴき網漁業における生産力の再編の契機は，まずなによりも 200カイリ規制の始まりである。従
来，なんら規制を持たないでロシア水域で操業できることを賦与の条件として存立していた沖底は， 200

カイリ規制の始まりによってその存立の条件を失った。

それまでの稚内の沖底は， Fig.9に示すように東西樺太沖合，オホーツク海，沿海州沖合，及び日本海
といった広範囲な海域を漁場としてきた。各漁場の特徴をまとめよう。①樺太東岸は，北緯46度以北
の樺太東岸の漁場で，主要魚種はスケトウダラであるo ②樺太西岸も，スケトウダラ漁場として開発さ

れたもので，漁場中最も多くの漁獲量をあげている。資源的に豊富ということもあるが，他方港から近

いこともあり，主要漁場として利用された。③沿海州沖合は， 1960年代から利用されてきたが，とりわ
け1970年代半ばに漁獲量が増大した。これら 3水域は，ロシア 200カイリ水域となっている。日本200
カイリ内の漁場としては，次の2水域である。④稚内沖合を中心とするオホーツク海は， 1960年代後半

にイカナゴが養殖ハマチの飼料原料として利用されるようになって，漁獲量を急激に進展させた。⑤道

北日本海西岸は，ホッケ資源が豊富で，稚内の沖底にとって従来から利用してきた漁場である。稚内の

前沖であり，いつの時代も主要漁場のーっとして利用されてきた。 200カイリ以前の稚内の沖底は，現ロ
シア水域である樺太東西岸及び沿海州の 3水域で沖底漁獲量の約50-60%強を生産していた (Fig.lO)。
しかし，ロシアが200カイリ規制を宣言したことにより当該漁場への漁業規制が行われることになっ
た。その内容は，① 1977年から樺太西岸が閉鎖され，② 1982年からは，二丈岩周辺海域(オホーツク
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Table 20. Changes of the c叫chesby fishing ground in the ofI-shore tr晶，wlin Wakkanai after 200 miles 
regulation. 

Naもin晶.1Area b Fishing method Area 1978 1980 1985 1990 19941) 

(ωn) (ωn) (ωn) (ωn) (ωn) 
J品.panese紅'ea Oももer-trawl Okho臼k 60264 44270 47254 15992 28867 

Dousei 56954 52159 42413 26435 7661 
Total 117218 96429 89667 42427 36528 

ーーーーーーーーーーーーーーーー-----ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー・・・・ーー・・・ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー・・・・・---ー，ー・ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー・ーー

Danish seine Okho臼k 25241 22227 17925 10452 3030 
Dousei 25699 20561 24143 72099 58194 
To七al 50940 42788 42068 82551 61224 

ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー-ー・・--明ー骨ー・ーーーーーーーーーーーーーーーーーー--・--ー・・・・・・F押司・ーー，ーーーーーーーーーーーー・ーーーーーーーーー自由ーーー・----司ーーー---------ーーーーー

To七乱l Okhotsk 85505 66497 65179 26444 31897 
Dousei 82653 72720 66556 98534 65855 
Total 168158 139217 131735 124978 97752 

Russian area O七七er-tr晶，wl Okho総k 19942 9443 6750 12 
Nor七h46deg. N 18843 10313 13312 463 
Dousei 2221 37 419 936 
Ni直hik紅晶fuω 4284 6341 
Okiaiku 5719 26418 347 634 
To七品l 46725 46211 25112 1411 6975 

ーー.骨・ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー・--ーーー四ー・ーーーーーーーーーーーーーーーー・・----字情ーーーーー・ーーーーーーーーーーーーーーーーーー---骨・司ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー値

Danish seine Okhotsk 4529 3364 1409 
N orth 46deg. N 2617 2498 84 
Dousei 10 48 300 300 
Nishikarafuもo 1535 1991 
Okiaiku 2205 9799 3 114 
To七al 9361 15709 3331 3∞ 2105 

ーーーーーーーーーー・・・・.-----ーーーーーーーーーーーーーーーーー----------ーー・ーーーーーーー--------------・.----------ーーーーーーーーー・・・ーー・・ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

To七al Okho七sk 24471 12807 8159 12 
N orth 46deg. N 21460 12811 13396 463 
Dousei 2231 85 719 1236 
Nishikarafuもo 5819 8332 
Okiaiku 7924 36217 350 748 
To七晶l 56086 61920 28443 1711 9080 

Cωches by O七ter-trawl Subもot品l 163943 142640 114779 43838 43503 
meぬod(ωn) Danish seine Subもoも晶l 60301 58497 45399 82851 63329 

To七al To七品l 224244 201137 160178 126689 106832 
ーーーーー・・・・ーーーーーーーーーーーーーーーーーーー・・齢・ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー------ーーーーーーーーーーーーーーーーー・ーーーー・・・・--・ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー-ー-ー・・・・

Di直出bution Oも七er-もr晶wl Sub七0もal 73.1 70.9 71.7 34.6 40.7 
ratio (%) Danish seine Sub七o七品l 26.9 29.1 28.3 65.4 59.3 

Total Total 100.0 100.0 100.0 100.。 1∞.0 
NCaMもciohnesalbEy ea Japane唱earea Subもotal 168158 139217 131735 124978 97752 

Ru凶i阻 area Subもo旬.1 56086 61920 28443 1711 9080 
(ωn) To七al To七al 224244 201137 160178 126689 106832 

ーーーーーーーー------ーーーーーーーーーーーーーーー・---------ーーーーーーーーーーーーー-ーー・-ー・・ーーー・ーーーーーーーーーーーーーー------伊ー------ーーーーーーーーーーーーーーーーーーー・・ 4・・F帽'・ーー

Distribution Japanese area Subも0同I 75.0 69.2 82.2 98.6 91.5 
ratio (%) Russian紅鵠 Sub七otal 25.0 30.8 17.8 1.4 8.5 

To七品l To七乱l 100.0 1∞.0 l∞.0 100.0 1ω.0 

SourωAnnual Report onもhec乱七chesaccording ωfishing grounds in the ofI-shoreも，raw 1 fisheriωm 
Hokkaido， Hokkaido. 

No句s:1) Catches in Russian area are from a Russia-J apane坦ejoin七en七erprise.
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Fig.16. Changes in七heaverage unit price of main three speci剖 in七heWakkanai off-shore 

七，rawl.
(Source: Data from Wakkanai Danish seine白sheri田 coopera七ive拙 S∞iation)

少に，必ずしも価格動向が一致しない傾向が強まっている (Fig.16)。
再編後の業界の対応としては，プール制とロシアとの合弁企業設立である。プール制導入の契機の端

緒は， 1974年のイカナゴ漁期における 3分割操業であった。イカナゴ漁場(二丈岩周辺海域)が狭陸で
あり，また他の沿岸漁業の漁場でもあったことから，操業秩序の維持と資源枯渇の回避を目的として導

入されたものである。組合所属の沖底全船を， 3つのグル←プに分け，交代で当該漁場で操業させるもの
であるが，その際の水揚げをグループごとにプールして経費を差し号|いた後，そのグループごとに配分
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するするものであった。この制度がロシア200カイリ規制の始まりによる漁場の狭陸化という問題への
対応策と重なり，制度の内容をグループプールから全面プールに拡充して 1977年6月から導入されたも
のである。 1983年までこの体制で行われたが，生産意欲の低下と海況の急変に伴う不漁による赤字経営
が重なっていたとされ(漬崎， 1992)， 1984年からはオープン操業を主体とし，イカナゴ漁期 (6-9月)の
みプールと変更された。その後，プール期間が短縮され現在に至っている。

ロシアとの合弁企業の設立は， 200カイリ後の漁場及び漁獲量確保が意図され，政府間交渉とは別に，

漁業者独自で行われたものである。当初は漁獲割当の増枠を要求していたが，直接資源へのアプローチ

確保を求めることとなった。方法は，入漁料方式や共同事業方式及び事業協力方式などを提案したがい

ずれも実現しなかった。しかし， 1987年から 1989年までの3年間は洋上買魚事業として実現した。しか
し，ロシアサイドからも直接事業への参加意識が高まり，合弁企業(日ロ共同出資により合弁企業「ワツ
カナイJ)の設立による漁獲量確保が図られることになった。1995年実績では抱卵スケトウダラ 5，∞0ト
ンの契約が結ばれ， 13隻が操業している。政府間交渉に基づく漁獲割当量が年々削減され，しかも着底
トロールの禁止，臨検の実施など，入漁に関しては問題が多く，地元ではこの合弁企業に基づく漁獲量

の確保に将来的展望を求めている現状である。

画期の特徴
再編前半期 (1978-1985年)

この期は， 200カイリ体制となり，第1次減船が行われた時期である。沖底経営体数は， 38経営体， 42 
隻(枝幸船含めると 40経営体， 44隻)となった。生産面では，ロシア200カイリ水域への入漁規制と漁
獲割当制の導入によって従来の沖底生産が大きく抑制された時期である。さらに，漁場の喪失度合と減

船規模が見合わず，残存船の漁獲が低下していた。また，プール制の導入によって，個別経営独自の操

業が抑制されていた。その結果，沖底生産が低迷した時期である。他方，ロシア 200カイリに関しては，
漁獲枠減少，漁場縮小，それに操業規制(着底トロールの禁止)が強化され，沖底生産は伸展させること

ができなかった。また，その対応である対ロシアとの合弁事業等も進展せず，内的にも外的にも沖底生

産が抑制され，沖底生産における展望が見い出し難い状況となっていた。これらのことから，当期は個

別経営の生産が抑制されていた時期として特徴づけることができる
再編後半期 (1987年以降)

第2次減船が行われ， 20経営体， 20隻 (2経営体は，所有船なし)体制となった。この期の再編は，残
存経営体の安定化が確保できるまでの減船規模にすることがもとめられ，大幅な減船が実施された。生

産面では，漁獲割当量は減少しているものの，前沖漁場への依存を高めることで経営の維持が図られた。

ただし， 200カイリ以前の様な生産規模は不可能であることに変わりはなく，現状維持的状況であった。
しかし，全面プール制が，オープン操業を主体とする体制に変化したことで，個別経営の収支好転を可

能とする条件が生まれた。対ロシア関係では，漁獲枠は増大しないものの，合弁企業ないしは共同試験

漁獲事業の伸展があり，厳しい状況ではあるが，相対的に前期以上の展望を見い出し得る可能性を生じ

させている。今期の沖底生産の特徴は，生産環境としては好転したとはいい難いが，大幅な減船の実施

と全面プール制が一部変更されたこともあり，個別経営にとっては沖底の生産条件が緩和された時期と

考えられる。よって，当期は個別生産の緩和期と特徴づげることができる

4-2. 経営類型別経営体の変化
ここでは，前章で行った経営類型をもとに，かかる類型別経営体の展開過程を整理し，画期の特徴と
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の関連で類型別経営体の経営展開が規定された要因を検討したい。

類型別経営の構成と減船

前章で行った類型化は，各個別経営の経営形態に応じて行ったものであった。

Aタイプは，沖底複船経営+その他漁業+その他漁種を経営する最上層の経営体である。 Bタイプは，
かつては沖底船の複船経営を行っていたが， 1960年代後半には単船経営体となった経営体である。 Cタ
イプは，前章の時期区分でいえば第 1期初頭，すなわち 1950年代では沖底の単船経営体あったが，その

後の展開の中で沖底船の複船化を遂げ，新たに北転船等にも進出した経営体である。 Dタイプは，戦後

の沖底生産において沖底の単船経営体として推移してきた経営体である。

第 1次減船前の沖底経営体的経営体のうち，これらの類型別経営体は， Aタイプ:6経営体，保有す
る沖底船隻数は 15隻， Bタイプ:4経営体，同4隻， cタイプ:7経営体，同 13隻，それに Dタイプ:
22経営体，同 22隻，その他は 1経営体，同2隻であった (Table22)。

各経営体において，まず減船の影響を検討した。

1次減船では 14隻が減船されたが，この時の減船では単船経営体の多くが残存した(前出 Table22)。

他方，残存者に対する減船補償に関わる負担額は 1経営体あたり約 7，800万円 (Table23)であった。当

時水揚げ額が約3億円の経営にとってこの補償額の負担は大きなものであったと思われる。したがって，
上層経営体であるAタイプも含め，残存経営体は大きなリスクを負って残存したことになる。
2次減船では，前出Table22が示すように， Dタイプ=単船経営体が大量に廃業している。このとき

の減船対象船は従来代船建造が考えられる 11年以上の使用船が半数以上を占めており，比較的使用期間
の経過した漁船が減船されている (Table24)。このときの減船者に対する補償金に対して，残存者が残

Table 22. Change of七hemanagemen七scale七hroughboat reduction in Wakkanai 
o妊.shoretrawl management units. 

Type of Before boat After the first After the 
reduction reduction seconde reduction management unit (1976) (1978) (1987) 

A 6 5 5 
15 10 7 

B 4 4 
4 4 

C 7 7 6 
13 7 6 

D 22 20 8 
22 20 6 

その他 1 1 
2 I 

計1) 40 37 19 
56 42 19 

Source: Okiaisokobiki • Enyosokobikiami Kyokasen meibo， Federation of 
Danish seine fisheries cooperatives in Hokkaido， and interviews. 

Note: 1) Excluding Esashi.based 0任shoretrawl. 
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T品，11e23. Comparison of the compensation and七hecharges b凶weenteh ls七，1oaもreduction品.ndもhe2nd
reducも.wnm七heWakkanai ofI-shore trawl. 

Boa旬 Number of Number of Compensation for reduωlOn Charges for remaining boats Reduction 
(Ye釘) before boats 吋22ng Minimum M阻 m11mpAevr e噌boat Minimum M阻 imum ADevr ebraogae t reduction reduction per boat per boat per boat per boat per boat per boa七

(boat) (boat) (boat) (1∞血且yen) (1∞血且yen) (1∞阻止yen) (1匝]血llyen) (1∞血llyen) (1∞血ll.y則
Firs七
reduction 56 14 42 2.98 4.19 unknown 0.75 0.85 unknown 
(1977) 
S四ond (uniformly) 
reduction 42 23 19 2.47 3.11 2.83 1.72 
(1986) 

Source:“Wakkanai kisengyogyo kyodokumiai 20 nenshi"， W北kanaiDanish seine fisheries cooper抗lve
ω80cla'七.wn

Ta，11e 24. Number of ofI-shore traw1 bo乱飽 inWakkanai accordingもoyears of use inぬ.esecond ，1oat 
reduction (1986). 

Type of Ye乱rsof use 
OfI-shore 
，10晶，ts mam品1gnei七ment 

1-2 3-4 5-6 7-8 9-10 11-12 13-14 15 or Tot晶lmore 

Reduced A 1 1 1 1 4 
，10品，ts B 1 2 1 4 
(，10品，ts)

C 1 1 

D 1 2 I 5 4 13 
Others 1 1 

Toぬl Num，1er of 1 2 2 4 1 7 6 。 23 ，10晶，ts(boats) 

dPiseもrrciebn1ぬ1MgOeII 4.3 8.7 8.7 17.4 4.3 30.4 26.1 。 100 
(%) 

boats manuagnelもmen七 1-2 3-4 5-6 7-8 9-10 11-12 13-14 150r To句lmore 

R居duc唱d A 1 l 時3 2 7 
boats 
(boats) B 。

C 2 1 1 2 6 

D 2 1 3 6 
Others O 

Toもa1 Number of 1 3 5 2 O 6 2 O 19 boat直(，10晶ts)

dPiseもrrciebnu回もigoen 5.3 15.8 26.3 10.5 O 31.6 10.5 。 100 
(%) 

Source: Okiaisokobiki・EnyosokobikiamiKyokasen meibo， Federation of D姐 ishseine fisheries 
cooperaもivesin Hokkaido. 
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Fig. 18. Changes in七henumber of七helicens剖 poss田sedby off-shore tr品，wlmanagement 
units in Wakkanai. 
(Som四・ Datafrom Wakkanai Danish seine fisheries cooperative拙 S∞1叫ion)
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ス，それに以南ニシン刺し網漁業であった。 200カイリ以後，これら漁種はすべて減船あるいは転換され
た。増加した漁種は，公海漁場で操業できる遠洋カツオマグロはえ縄，イカ流網，カジキ流網，それに

さんま棒受網などである。遠洋カツオマグロはえ縄は， 200カイリ規制前から兼営漁種として経営されて
きたが， 200カイリ以後その数を増大させた。経営される漁船規模は，外国漁港を根拠地として操業され
る基地式が母船式サケマス船の兼業漁種として行われたが，許可数的には少ないものであり，その多く

が300トン前後の独航タイプのものであった。また，イカ流網とカジキ流網は， 200カイリ以後の転換先
として全国的にも進出が著しい漁種であった。さんま棒受網は，従来母船式サケマス漁業の裏作として

行われていたものであったが， 200カイリ規制の始まりによって，本来の母船式サケマス漁業が再編され
てゆく中で当該漁種が残ったものである。ただし，操業期聞が短いために他漁業との組み合わせが必要

であって，上記イカ流網及びカジキ流網との組み合わせで周年操業が行われた。したがって，これら 3漁

種が組み合わされて操業されたので許可数が増加した。許可総数の推移からみると，兼営・兼業漁種は，

200カイリ前までは北洋関連漁種を中心とした漁種への進出であったが，200カイリ以後は公海漁場を操
業する漁種にその進出先が変化したといえる。

経営類型別の特徴

Aタイプ
このタイプは，稚内沖底経営体が保有する沖底以外の漁業許可総数の約50-60%を占めている。経営
する漁船トン数合計は，一経営体あたり平均 1，300トン前後を推移し，最上層経営体を形成している。進
出漁種は， 200カイリ前は北転船 (350トン)，ニシン刺し網(北転船兼漁種)， 200カイリ後に，イカ流網
とカジキ流網を組み合わせたものである。その結果，沖底の位置は 200カイリ前にすでに，全保有漁船
トン数の 20%台となっていたが，沖底の再編とその他漁種への進出によりさらに低下した。したがって，
このAタイプは沖底経営体という性格は極めて薄い経営となっている。漁業許可数の全体的動きは，こ
のAタイプの影響が強くでているといえる。
Bタイプ

このタイプは，沖底 1隻経営体で，第2次減船時で全経営体が沖底を廃業した経営群である。進出漁
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種は，主にイカ流網十カジキ流網及び母船式サケマス+マグロはえ縄である。進出の特徴は，上記漁種

の組み合わせでもわかるように， 1隻で多数の漁業を兼業する点である。すなわち，大規模な投資=漁船
を新規調達といった投資ではなく，既存船を効率的に使用するという投資方向である。その意味では，沖

底以外の特定漁種に積極的に進出するという性格は相対的に弱いものと考えられる。

Cタイプ
進出規模は， 200カイリ前では， Aタイプに次ぐ，活発な経営展開をしていた。主な漁種は，北転船で
あった。 200カイリ直後は，北転船の減船により保有隻数，許可総数が減少し，経営規模が大きく縮小し
た。しかし，その反面， 200カイリ以後，独航タイプの遠洋マグロはえ縄への進出を図っているo その後
は，そのはえ縄船を大型化，増隻している。その結果，経営における沖底の位置は， 200カイリ前では保
有漁船総トン数の半数以上のウェイトであったが，2∞カイリ以後は，沖底の減船の反面，マグロはえ縄，
イカ流網+カジキ流網への展開を行い，第2次減船以後沖底のウェイトは 30%以下となっている。すな
わち，この経営群は北転船を含めて底ぴき網漁業で積極的展開を図ってきた経営群であるが， 2∞カイ

リ直後は，遠洋マグロ延縄，イカ流網といった底ぴき網漁業以外の漁業への展開によって，経営規模を

拡大させた経営群である。特に，このタイプは専業型の進出が特徴的である。

Dタイプ 1977年では， 22経営体であったが，第2次減船後の 1987年には8経営体と大きく減少し
た。当時から他漁種へ展開する経営体は少なし 4-6経営体であった。しかし，第2次減船時に残存した
経営体はそれら他漁種へ進出していた経営体がほとんどであった。

4-3. 経営類型別経営体の格差構造と沖底生産の特性
他漁種への進出の類型別にみると，上層である Aタイプでは，他漁種への進出は，経営規模の拡大を
伴っているが，下層における Dタイプでは兼営による進出が主体となっていおり，保有船の有効利用的
側面が強い。そのため，沖底生産が増大していた 1960-70年代には他漁種へ進出する経営体は限られた
経営体が行う程度であった。 F

A.Cタイプが行った 2∞カイリ後の進出は，許可や船体及び漁労設備などの資本力を必要とする公海
および遠洋漁業への進出であった。このことによって経営間格差は拡大したといえる。かくして，稚内

の沖底経営体は実態としては，沖底経営体としての性格を弱めつつあり，多角的な性格を持つ経営体へ

と変質している。

異漁種への進出動向をみると， Aタイプでは全経営体が進出している。漁種としては，水産加工業の

他に，製氷・冷凍工場を兼営する場合が多い。他タイプではこうした漁種に進出した経営体は少ない。漁

業への積極的な進出を進めている Cタイプでも，陸上部門へ進出している経営体は少ない (Table25)。
上記のような経営展開を示す沖底経営体における沖底生産の特徴を確認したい。全体的特徴としては，

1984年に全面プール制からオープン操業主体の操業に切り替わった結果，個別経営にとって水揚げ増大
を刺激される状況がでてきた。そのため，個別経営聞の水揚に格差がでてきた。上位経営体と下位では

年間水揚額で1-2億円の格差がでている。すなわち，沖底生産そのものでも経営間格差が生じているこ
とになる。

次ぎに，漁法による差違を検討した。

Aタイプでは，水揚金額の有利な駆けまわしを選択している経営体が多い。Cタイプも同様である。最
下層である Dタイプは，逆にオッタートロールを選択している経営体が多い。オッタートロールは，駆
けまわしに比較して，乗組員を 1-2人少なくて済むものの，操業海域が駆けまわしよりも制限されてお
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Table 26. Changes in七heoutput value accordingもo m岨 agemenもも.ypesor fishing me七hodsin the 
off-shoreもrawlin Wakkanai. 

Fmiesぬhinodg Year 
Managemen七も'ype

Averagel) 
Ratio agains七typeA 

A B C A B C 

Otter trawl 1989 288478 284824 284927 285789 100 99 99 
1990 378289 336844 351696 354631 1∞ 89 93 
1991 553460 568256 552962 556910 100 103 1∞ 
1992 355103 335012 343448 344253 100 94 97 
Aver乱ge 393832 381234 383258 385396 1∞ 97 97 (1989-1992) 

ーーーーーーーーー-ーーーー・..ーーー，ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー・・，・ー司ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー・ーー-ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー..ー-ーーーーーーーーーーーー-------ーーーー・ーーーーーーーーーーーーーー-ー・・..--ーーーーーー

Danish seine 1989 329549 285048 3∞732 307511 100 86 91 
1990 425432 415267 418744 420372 100 98 98 
1991 550563 545030 532348 544165 100 99 97 
1992 387621 348853 337604 362194 1∞ 90 87 
Average 423291 398549 397357 408560 100 94 94 (1989-1992) 

ーーーーーーーーーーーーー-ーー・・・ー・ー・ー-ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー・・ーーー・ー-ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー..・・・・..ーーーーーーーーーーーーーーーーーー・ーーーーー・ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー..・ーーーーーーーーー

To七晶l 1989 309013 284936 292829 296126 100 92 95 
1990 401861 376055 385220 388295 100 94 96 
1991 552011 556643 542655 550126 1∞ 101 98 
1992 371362 341932 340526 351741 100 92 92 
Aver晶ge 408562 389892 390308 396572 100 95 96 (1989-1992) 

Source: Data from Wakkan乱iDanish seine fisheries c∞perative associaもlOn.
Noぬ 1)This is weigh飴daver品gebased onもhenumber of operaも，ingoff-shore trawl boats. 

プの順に漁獲量が少なくなっている (Table27)。また，生産額をみても同様の傾向があることがわかる

(Table 28)。とりわけ，生産額の優位な漁法である駆け廻しでDタイプの劣位の幅が大きい。すなわち，

これまでの経営展開のうえで積極的な展開をなし得なかった Dタイプは，沖底生産上での劣位さもあっ
たのではないかと考えられる。

4-4. 小括
2∞カイリ規制の開始に伴い漁業生産構造の再編策として減船が行われた。 1977年の第 1次減船は単

船経営体である Dタイプの減少を抑えるものであった。しかし，その結果，漁獲割当の減少，漁場の狭
まりによって経営悪化となり，第2次減船が実施されることになった。この第2次減船では，単船経営
体の大量の整理が行われ，残存経営体の経営の安定化が図られた。

現状では，他漁業への進出先が限定される傾向にあり，沖底生産の持つ意味が，保有する許可トン数
上でのウェイト以上に重要になってきている。

その意味で，生産縮小局面では沖底経営の安定化が望まれるのであるが，いかなる展開が妥当なのか，

現状では生き残りの具体的展望を見いだすまでには至っていなし当。
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5.総括

5-1.要約
本研究では，北海道沖合底びき網漁業における資本蓄積過程の解明を目的として，個別経営の展開に

注目し，その規定要因に関する検討を行った。この課題への接近として，北海道稚内地区の沖合底ぴき

網漁業を考察の対象とした。北海道沖合底びき網漁業を考察の対象としたのは，北海道の沖底は全国生

産量及び生産額ともに主要な位置を占めること，また稚内地区の沖底は，その北海道にあって主要な根

拠地であるからである。

まず，課題の設定のためにこれまでの研究について確認した。それによれば，中小漁業における蓄積

過程に関する研究では，総体としての検討はあるが，個別経営自体の展開の解明が不足していることが

把握された。個別経営を対象とするのは，中小漁業の蓄積条件，形態的特徴と展開の特質，存立要因と

存続の展望等に関して，総体としての考察からでは解明は難しいからである。したがって，本研究では

個別経営の展開に注目した検討の意義が指摘されている。

中小漁業層の典型的漁種といえる沖合底びき網漁業経営は，全国的には減少の著しい階層である。し

かし，他漁種と比較すると近年相対的に減少率が低下しており，当該階層におけるウェイトを結果とし

て高めつつある。中でも北海道の沖底経営体は，全国沖底経営体のなかで，より上層へのシフトが見ら

れる点が特徴的である。

道内沖底の経営規模は，加工原料供給という量産型生産力によって確保されたものである。そこには，

市場の成長とスケトウダラ冷凍すり身技術の確立が大きな役割をはたした。

道内主要根拠地における沖底経営の動向をみると，量産型生産に対応できる条件として資源豊度と共
に，広大な漁場を前沖に持つという条件が重要であった。この条件によって，根拠地漁業の再編が引き

起こされた。小樽と室蘭は相対的に道内沖底におけるその地位を大きく低下させた。他方，稚内地区は

沖底船の規模及び隻数とも飛躍的増大を遂げて，道内沖底生産の主要地域となった。その意味では，量

産型生産力体系が確立する過程では，この条件が沖底の経営展開を規定したといえる。

稚内における戦後の沖合底びき網漁業は， 3段階の画期をもって展開している。
第 1期は，東日本に広範囲な市場を持つスケトウタラの“ガラ送り"の増大によって，その大量処理が
可能となったことを基礎に，新漁場の開発と漁船の大型化によって生産が増大した。第2期は，主要魚
種であるスケトウダラとホッケの資源状況の悪化による漁獲量の減少と，増産され始めていた冷凍すり

身の販売不振によるスケトウダラの価格低下もあって，漁獲量・生産額ともに大きく減退した。第3期
では， 124トン型という漁獲効率の優れた船型への大型化によって沖底生産が著増した。これは，冷凍す
り身市場の拡大=需要の増大に支えられていた。

こうした生産動向の中での個別経営の展開は，次の4つに類型化できる。
Aタイプは，第 1期当初ですでに沖底船の大型化と複船経営化を終え，同期後半では北転船に進出し，

第 2期ではその北転船の大型化と増隻を行った。そして，第3期では他漁種および他産業の兼営を進展

させて，稚内地区の沖底経営の最上層を形成することになった。

Bタイプは，第1期当初では複船経営体であったが，その後新たな経営規模の拡大を遂げえず， 1973 
年のオイルショック後には単船経営となった。

Cタイプは，第1期に急激な大型化を行うと同時に，複船経営化を進め経営規模の拡大を遂げた。
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Dタイプは，終戦直後の小規模な経営から第1期での大型化によって他経営との規模格差を縮小させ
たが，全期を通じ複船経営化や兼営化も進展せず，単船経営のまま推移した。

このような個別経営の展開の相違は， 1950年代中期までの投資方針の違いによるものといえる。なぜ
なら，経営規模の拡大を遂げ得たのは，第1期において他経営に先行して大型化と複船経営化を遂げて

いたAタイプと，同じ第1期当初に積極的な大型化を行った Cタイプであり，逆に第1期に大型化が遅
れた Bタイプと Dタイプは，第2期・第3期に積極的な投資=大型化を行ったにもかかわらず，経営規
模の拡大を成し遂げていないからである。

このことから，漁業投資の中核をなした漁船大型化の意味が，第1期と第2期以降では異なるものと
考えられる。第1期は，広大な，そして漁業資源の豊かな未利用漁場の存在によって，直接的に経営収

支の好転を図り得た。しかし，第2期では主要対象魚種の資源悪化と冷凍すり身市況の低迷によって沖
底生産が後退したために，むしろ経営を圧迫する要因となった。それだけでなしこの期の大型化投資

は従来のそれ以上に多大な資本を必要としたため，財務構造の脆弱性を一層進行させた。しかも，長期

借入金の増大によってその脆弱的な財務構造を長期化させることになり，借入金依存体質からの脱却を

難しいものとした。

かかる意味で，第2期・第3期の大型化投資は，経営規模の拡大を図るものであったが，現実の機能

は漁種閉または漁船聞での漁獲競争が激化するなかで，経営の生き残り策の一つの手段に過ぎなかった

といえよう。

以上の検討から，戦後の北海道における沖合底びき網漁業は急激な拡大を遂げたが，個別経営相互間

においては，規模格差が形成されてきたこと，そして多くの経営においては，量産型の生産へ対応する

ための漁船の大型化投資が，潜在的には経営危機を準備するものであったことが指摘できる。また，も

う一つの課題である生産拡大局面における個別経営の展開に差異を生じさせた要因に関する結論として

は，投資時期，すなわち拡大局面が全面化する前の 1950年代中期における個別経営の投資行動にあった
といえる。

200カイリ規制の開始に伴い漁業生産構造の再編として減船が行われた。 1977年の第 1次減船は単船

経営体である Dタイプの減少を抑えるものであった。しかし，その結果，漁獲割当の減少，漁場の狭ま
りによって経営悪化となり，第2次減船が実施されることになった。この第2次減船では，単船経営体
の大量の整理が行われ，残存経営体の経営の安定化が図られた。現状では，他漁業への進出先が限定さ

れる傾向にあり，沖底生産の持つ意味が，保有する許可トン数上でのウェイト以上に経営上重要になっ

てきている。

次に，生産縮小局面における経営展開の規定要因について検討を行った。それによれば， 2∞カイリ規

制の開始に伴い漁業生産構造の再編として行われた減船への対応の個別差が，経営類型差を媒介として

減船再編後の経営展開の差となったことがわかった。

その意味で，生産縮小局面では沖底経営の安定化が望まれるのであるが，いかなる展開が妥当なのか，

現状では生き残りの具体的展望を見いだすまでには至っていなし当。

5-2. 考察

本研究の課題において最終的目標は，生産縮小局面を迎えた沖底経営の存立条件の解明にあるが，こ

こまでの検討において，かかる目標が充分に解明されたとはいい難い。すなわち，存立の具体的方策の

提示までには至らなかった。しかしながら，本論文において設定した課題の検討によって，生産拡大局
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面では，生産手段である漁船大型化への対応差，しかも 1950年代中期という特定期におりる大型化がそ

の後の経営展開を規定したこと，他方生産縮小局面では他漁種及び他業種と兼営・兼業対応が個別経営

の展開を規定したことが把握し得た。この結果，今後の稚内沖底の展望に関して，ある方向が見いださ

れたように考えられる。すなわち，近年の再編動向のなかでみられる残存経営体の性格は，沖底のみを
経営する経営体よりも他漁種ないしは他業種との組み合わせをもっ経営体が多くなっている。このこと

は，他漁種ないしは他業種を持つことで，沖底への依存度合いを弱めつつも，言い換えると漁業収入あ

るいは経営される漁船トン数的には主柱的漁種としての地位を低下させながらも，しかし個々の経営体

においては，経営総体の安定化に貢献する漁種としての性格が求められることによって，その存在意義

が改めて加えられてゆくものと考えられる。したがって，沖底の展望を再編方策として現在検討されて

いる小型化は，北海道の沖底においては，経営総体としての沖底が持つ経営的意義を検討するなかでそ

の是非が問われなければならないであろう。

(付記:本研究の一部は，平成5年度科学研究費補助金を受けて行っている。)
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